
 R7.3.31 時点の実施結果を評価（R7.1.16　自己点検・評価委員会決定）

No. D（Do） A（Action）
担当委員会・
担当課他

評価※

学園
大目標

学園
中目標

令和６年度事業計画

実施時期  実施したことと結果

Dの評価
（良かった点、反省すべ
き点、情勢変化の影響を
受けた点　等）

・次年度以降に改
善  や注力するこ
と
・次年度に向け準
備すること

1

①理念・
目的

①－１ 設定 設定している大学の理念・目的、育成する人材像、
教育目標について、教育研究活動の企画・立案・実
施にあたっては常に確認して進める。

全組織で共通の基本的な
方針と取組姿勢とし、具
体的な取組は各事業の中
で対応する。

通年 取り組み姿勢については、
各会議やＨＰ等で公表して
おりそれに基づいて各事業
の中で具体的な対応が行わ
れたことを確認した。

特になし。

Ｂ

全体計画の進捗を
適宜確認する。

全組織

2

①理念・
目的

①－１ 設定 AP,CP,DPが大学の理念・目的、育成する人材像、教
育目標と適切に連関し運用されているか、新カリ
キュラムの学年完成の時機に検証を行う。

対象事業なし（R7年度完
成）

対象事業なし

_ _ _

教育の質保証委員
会

3

①理念・
目的

①－２ 周知・公
表

大学の理念・目的については、教職員の入職時や学
生の入学時などの機会をおらえて周知を図るととも
に、ホームページなどでわかりやすく提示する。

①大学の理念・目的につ
いて、新任教職員FD・SD
研修会で周知を図る。
②Campus Life HandＢook
に掲載し、ホームページ
で公開する。

４月 ①4月に新任教職員に対し
て、大学の理念・目的につ
いての研修を実施した。
②学生や保護者に対しては
Campus Life HandＢookに掲
載し、ホームページで公開
する。

①滞りなく実施できた。
研修後に行ったアンケー
ト結果からも良い評価を
得られた。

Ｂ

周知・公表につい
ては現状を維持す
る。

総務課、教務学生
課

4

①理念・
目的

①－２ 周知・公
表

中期計画の目標の実現に向け、毎年度の事業計画を
適切に策定し、結果を含めて公表する。

①令和6年度事業計画を、
具体的な成果の検証がで
き改善につなげる内容で
策定する。
②令和5年度事業計画及び
第3次中期計画の実施結果
を評価しホームページで
公表する。

①5月
②6月

① 令和6年度事業計画を確
定し公表した。
② 最終評価をホームページ
上で公開した。

評価結果を分析した上
で、教学マネジメントに
つなげることを見える化
する必要がある。

Ｂ

評価結果に関する
分析から教学マネ
ジメントに繋げる
流れを可視化でき
るよう検討する。

教育の質保証委員
会

5

②内部質
保証

②－１ 体制 内部質保証活動の方針と体制を整備し的確に運用す
るとともに、状況変化や検証結果に対応して必要な
見直しを行う。

教育の内部質保証に関す
る方針の「６方針の見直
し」に基づき、方針の見
直しの要否を協議する。

2月 教育の質保証委員会におい
て、方針の見直しを検討し
た。

現行の内部質保証方針が
現状の教育環境に適して
いるとの合意が得られた

Ｂ

今回の協議では現
状維持が選択され
たが、今後の情勢
変化に対して柔軟
に対応できる体制
の整備について
は、引き続き検討
が必要

教育の質保証委員
会

6

②内部質
保証

②－１ 体制 内部質保証活動の効果を可視化し、教職員の理解を
深める。

PDCAによる改善事例を整
理し、学内で共有する。

上半期 PDCAによる改善事例を収集
整理し、学内で共有した。

当年度事業の点検評価
（PDCA）の実施と改善事
例の収集が関連した流れ
で実施できていない。 Ｂ

次年度は当年度事
業の点検評価
（PDCA)を行う中で
改善事例の収集を
合わせて行う。

教育の質保証委員
会

大学の目標・計画

日本赤十字広島看護大学　令和６年度事業計画の実施結果

　　　　　　　　　※「C（check）」の「評価欄」には<Ａ：計画を上回る成果、Ｂ：計画どおりの成果、Ｃ：計画を下回る成果>で記入

P（Plan） C（Ｃｈｅｃｋ）

第４次中期計画(令和６年度～令和１０年度)

1



7

②内部質
保証

②－２ 運用 各年度事業計画のPDCAサイクルを着実に回し、その
結果を大学ホームページで公表する。

PDCAサイクルを確実に回
す。
①令和6年度事業計画を策
定する。
②令和5年度自己点検・評
価（最終評価）をHP上で
公表する。
③PDCAサイクル事例を整
理し共有する。
④令和6年度中間評価を実
施する。
⑤令和6年度最終評価を実
施する。
⑥令和7年度事業計画案の
初版を作成する。

①4月
②6月
③7月
④10月
⑤3月
⑥3月

① 令和6年度事業計画を確
定し公表した。
 ② 最終評価をホームペー
ジ上で公開した。
 ③各委員会より事業計画の
実施状況の評価について取
りまとめた。 
 ④実施した。
 ⑤実施した。
 ⑥作成した。

評価結果を分析した上
で、教学マネジメントに
つなげることを見える化
する必要がある。

Ｂ

教育目標とディプ
ロマポリシーとの
関連を検討し、見
直しを図る。

教育の質保証委員
会、自己点検・評
価委員会

8

②内部質
保証

②－２ 運用 アセスメントプランに基づき、IRデータによる学生
の学修成果と大学の教育効果を検証する手法を確立
し、継続的な改良・改善を行う。

①アセスメントプランに
よる定期的な評価の手順
を検討し、明文化する。
②評価結果の意味付けを
検討する。
③アセスメントプランに
基づき、IRデータによる
学生の学修成果と大学の
教育効果を検証する手法
を検討する。

①上半期

②下半期
③通年

①アセスメントプランを踏
まえ、評価手順を明文化し
た。
②2024年度FACTＢOOKのデー
タとコメントを基に9月の教
育の質保証委員会で報告し
た。また、アセスメントプ
ランの項目の見直しを提案
した。
③学生の学修成果と大学の
教育効果として、国家試験
不合格者、アセスメントプ
ランに基づく教育評価の分
析を行った。アセスメント
プランの項目におけるデー
タベース化を検討中であ
る。

①計画通り実施した。教
務委員会と入試委員会以
外の委員会が保有してい
る情報の分析については
今後、依頼に応じて取り
組む。
②FACTＢOOKの集計結果を
考察した。教育の質保証
委員会での検討は未実
施。
③データベース化は学園
全体での検討となった。
学生の学修成果と大学の
教育効果の可視化につい
ては、一部実施したた
め、今後は範囲を拡大す
る必要がある。

Ｂ

①明文化した手順
に則り、運用でき
るよう、他委員会
と共有するデータ
ベースを提示す
る。
②アセスメントプ
ランで収集した項
目の関連を検討
し、分析を深め
る。
③R7年のデータ
ベース化は学園全
体の動きに併せて
引き続き検討す
る。アセスメント
プランの項目を
データベース化す
る。
継続して、学修成
果と教育効果の可
視化に向けて検討
する。

教育の質保証委員
会、自己点検・評
価委員会、IR推進
委員会

9
②内部質
保証

②－２ 運用 学修成果と教育効果の検証結果を教育活動の改善と
教育課程の見直しに繋げる手順を検討・試行し、確
立する。

対象事業なし（No8の進捗
による）

対象事業なし（No8の進捗よ
る） _ _

教育の質保証委員
会

10

②内部質
保証

②－３ 点検・評
価と改
善・向上

内部質保証活動、３つのポリシー、関連する規程・
制度等の適切性・妥当性について外部有識者会議や
卒業時・卒後アンケート等を活用して点検・評価
し、改善・向上に取り組む。

全組織で共通の基本的な
方針と取組姿勢とし、具
体的な取組は各事業の中
で対応する。

年間 取り組み姿勢については、
各会議やＨＰ等で公表して
おりそれに基づいて各事業
の中で具体的な対応が行わ
れたことを確認した。

特になし。

Ｂ

全組織

2



11

②内部質
保証

②－３ 点検・評
価と改
善・向上

次回（令和１１年度）の大学認証評価受審に向けて
的確に準備を完了する。

①JAＢNEが行う看護学教
育評価の受審に向けた準
備を遅滞なく高い品質を
もって完了させ、受審に
的確に対応する。
②次期の認証評価に向
け、大学基準協会の求め
る成果の検証についてど
のような準備を行うか検
討する。

①5月　
最終報告
書提出、
10月実地
調査
②通年

①5月に書類の本提出をし、
9月に34項目の質問に対する
回答書を提出した。10月に
実地調査を受審した。
 ②次期の認証評価の準備に
ついて検討した。

①2025年3月に適合の認証
を受けた。
 ②スケジュールに基づい
て準備する。

Ｂ

経営会議（総務
課）、自己点検・
評価委員会

12

②内部質
保証

②－４ FD・SDと
IR

ファカルティ・ディベロップメント（Faculty 
Development：FD）及びスタッフ・ディベロップメ
ント（Staf Development：SD）については、状況の
変化に応じて見直し、教職員に継続的に周知を図
る。

①FDマップ及びSDマップ
の見直しを定期的に行
い、必要があれば適宜改
正し、教職員に周知す
る。
②日々の活動においてFD
マップ及びSDマップを積
極的に活用することを促
し、定期的に評価(振り返
り）して教育の質の向上
に役立てるよう促す。

①通年
②通年

①【FDマップ】
昨年度改訂したFDマップ
Ver.2.0をHPに掲載した。
【SDマップ】
SDマップについて見直しを
行い、赤十字学園の方針を
反映させた内容で9月に改訂
を行った。また、SDマップ
の新しいバージョン(SDマッ
プVer.3.0)をHPに掲載し、
職員に周知した。
②昨年度改訂したFDマップ
Ver.2.0について、教員に周
知した。
下半期の教員業績評価の際
に、FDマップを活用するよ
う改めて周知した。

計画どおり実施できた。

Ｂ

教育環境の変化に
応じて改正しなけ
ればならない。

FD・SD委員会

13

②内部質
保証

②－４ FD・SDと
IR

教員の主体的学修者としての成長を支援するため、
ティーチング・ポートフォリオの活用のためのFD研
修を実施する。

①新任教員のFD研修で
ティーチング・ポート
フォリオチャート（TP
チャート）作成に係る説
明を行い周知を図る。
②教員にティーチング・
ポートフォリオの活用を
促し、資料を作成・配付
して効果的に活用するた
めの支援を検討し実施す
る。
③FDマップと関連づけた
TPチャートの作成及び振
り返りを促す。

①4月
②4月
（促
進）・11
月（資料
配付）
③3月
（振り返
り)

①4月に新任教員に対して、
TPチャート作成に係るFD研
修を行った。
②教員にティーチング・
ポートフォリオの活用につ
いての理解を促すため、関
連する資料を作成した。
TPチャート作成に係る今年
度の新たな取り組み(ピアと
の作成を推奨)について、11
月に教員へ周知し、実施し
た。
③②の資料にFDマップと関
連づけたTPチャートの作成
及び振り返りについて記述
し周知した。
令和7年度4月の新任教員へ
の効果的な研修内容と実施
時期についての見直しを
行った。

①滞りなく実施できた。
研修後に行ったアンケー
ト結果からも良い評価を
得られた。
②TPチャートの取り組み
状況についてのアンケー
ト調査を行い、ピアでの
作成は75％以上で「効果
的」評価が多かった。

Ｂ

アンケート結果を
踏まえて、検討を
加えていく。

FD・SD委員会

3
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②－４ FD・SDと
IR

FD・SD研修の効果測定をしながら定期的に実施す
る。

研修会を実施後にアン
ケート調査を実施し、効
果・参加者の要望・今後
の課題から次の企画を検
討する。

通年 FD・SD研修会に教職員が計
画的に出席できるよう、研
修会が重ならないように調
整し、年間計画を早めに周
知した。
FD・SD委員会主催の研修会
について、10月にSD研修
会、2月にFD研修会を企画・
実施することができた。
2月のFD研修会の内容につい
ては、昨年度のアンケート
調査の結果を反映し、
ヒューマンケアリングの企
画を継続して実施した。
本委員会主催以外の研修会
については、所管委員会・
部署からアンケート結果を
収集し、評価した。

昨年度のFD研修会のアン
ケート調査の結果を踏ま
え、参加者の要望やFD
マップと照らし合わせて
の課題から、今年度のFD
研修会の企画（2月下半
期、「ヒューマンケアリ
ングを基盤とした授業実
践の充実に向けて」）を
実施することができた。

Ｂ

アンケート結果を
踏まえて、次回の
企画をする必要が
ある。

FD・SD委員会

15

②内部質
保証

②－４ FD・SDと
IR

IR分析を定例・定型化して実施し全学で共有し、各
委員会等が行うPDCAサイクルにおける評価に活用す
る。

アセスメントプランに掲
げる教育課程レベルでの
学習成果の測定項目に関
するIR情報を取りまとめ
て、共有する。

通年 アセスメントプランに沿っ
たデータ収集・分析をし
FACTＢOOKの情報を更新・修
正し、9月の教育の質保証委
員会で共有した。

計画通り実施した。

Ｂ

アセスメントプラ
ンに掲げる項目を
継続的に取りまと
め、共有する。

IR推進委員会、全
組織

16

③教育研
究組織

③－１ 適切な設
置

図書館、ヒューマンケアリングセンター、情報セン
ターについては、大学を取り巻く様々な環境変化に
対応し、在るべき機能と現状を常に点検し、必要な
見直しを行う。

変化する環境に柔軟に対
応できるよう、、現在の
立ち位置と将来像を見据
えてあるべき姿が達成で
きるように情報収集と改
善を行う。

通年 各運営委員会等であり方に
ついての検討は行われてい
る。そのうち情報センター
については、今後の教育Ｄ
Ｘの導入を見据えたなかで
ＤＸ推進チームの構成員に
加え、必要な情報を共有す
る取り組みを行った。

教育ＤＸについては情報
センターを含めた体制作
りが円滑に行えた。

Ｂ

取り巻く環境の変
化に注視し、機会
を失することのな
いよう情報収集を
継続する。

経営会議（総務
課）

17

③教育研
究組織

③－１ 適切な設
置

国際交流センターの果たすべき機能と在り方を検討
し、必要な整理を行う。

国際交流センターの果た
すべき機能と在り方を検
討する。

通年 果たすべき機能を振り返り
次年度の組織体制を強化す
るための規程の改正を行っ
た。

グランドデザインを踏ま
えた体制の整備等は行え
た。 Ｂ

強化した体制の下
で実行動に移して
いく事業整理を行
う必要がある。

経営会議、国際交
流委員会

18

③教育研
究組織

③－１ 適切な設
置

環境変化と教育研究活動の進展等を勘案し、必要な
組織を整備する。

現状に対応し課題に的確
に取り組む組織体制であ
るかを検討し、必要に応
じて新たな組織編制を行
う。

通年 教員組織のあり方について
経営会議で検討し、令和7年
度の体制を決定した。これ
に基づき事務局体制も決定
した。

急な退職等で計画通りの
体制とならなかったが、
臨時的な体制作りは行え
た。 Ｂ

当初計画通りの体
制とならなかった
部分についてR7年
度中に対応する。

経営会議（総務
課）

19

③教育研
究組織

③－２ 点検・評
価と改
善・向上

教育研究組織については、毎年度のPDCAサイクルの
中で対象を定めて検証を行い、改善を図る。

国際交流センターの果た
すべき機能と在り方を検
討する。（No.18再掲）

通年 果たすべき機能を振り返り
次年度の組織体制を強化す
るための規程の改正を行っ
た。

グランドデザインを踏ま
えた体制の整備等は行え
た。 Ｂ

強化した体制の下
で実行動に移して
いく事業整理を行
う必要がある。

経営会議

4
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③教育研
究組織

③－２ 点検・評
価と改
善・向上

大学院については、現任看護師と臨床現場のニーズ
を把握し、今後の在り方を検討し方向性を定める。

看護協会の動向、中四国
地区赤十字病院や実習病
院の役割とニーズを把握
するための情報収集を行
う。

通年 No.42およびNo.55で実施
（庄原赤十字病院と僻地医
療と看護についての意見交
換、および7月外部有識者会
議での意見交換の実施し
た）

計画通り進行中

Ｂ

経営会議、研究科
委員会
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④教育課
程・学習
成果
【学部】

④－１ ３つのポ
リシーと
教育課程
の編成

理念・目的に沿い社会の変化や要請に対応し最新の
知見を反映させた教育課程となるよう、継続的に検
証・評価し、改善・見直しを行う。

①教育課程の編成や運営
に関する事項のPDCAを着
実に回し、改善・見直し
を行う。
②現行の教育課程につい
て，教務委員会が保有す
る調査データを基に検討
し，教育の質保証委員会
で共有・協議する。

①通年

②通年

①において、教務委員会で
はGPA等のデータを基に、例
年実施している。②におい
て、特に、今年度は、「ア
セスメントプランに基づく
教育評価（試案）」を基
に、10月に引き続き、3月の
教育の質保証委員会で、教
育課程の編成や運営に関す
る事項について報告・協議
する予定である。教務委員
会が保有する令和5年度まで
の調査データ（GPA、DP、
CP、学士力、看護実践能
力、授業評価・成績、学修
時間、OSCE、CＢT）の分
析・考察結果を基に、検討
する。

①②において、計画どお
り進められ、「アセスメ
ントプランに基づく教育
評価（試案）」について
教育の質保証委員会で10
月に報告・協議した。そ
の上で、3月の教育の質保
証委員会で、教育課程の
編成や運営に関する事項
について協議する予定で
ある。

Ｂ

①②において、教
務委員会による調
査・分析・考察を
継続的に行い、
「アセスメントプ
ランに基づく教育
評価（試案）」を
経年的に取りまと
め、これを基に、
教務委員会、IR委
員会、自己点検評
価委員会、教育の
質保証委員会で、
教育課程の編成や
運営に関する事項
について協議す
る。

教育の質保証委員
会、教務委員会
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④－１ ３つのポ
リシーと
教育課程
の編成

次回の教育課程の改正に向け、アセスメントプラン
に基づき時系列で評価・検証を行う。

①アセスメントプランに
基づき、令和5年度の学修
成果と教育成果の評価を
実施する。
②CP及びDPに関わる調
査、分析、協議・検討を
以下の手順で行う。調査
にあたり、回収率の目標
は100%とする。
②-1　令和5年度の調査を
実施する。
②-2　令和6年度の調査を
実施する。
②-3　令和5年度の調査を
分析し,その結果を教務委
員会で共有・協議する。
②-4　②-3を取りまとめ,
教授会及び教育の質保証
委員会で共有・協議す
る。
②-5　②-3の分析に際し
て,成績評価及び学位授与
との整合性を踏まえて、
分析結果を取りまとめ
る。

①通年

②-1 R5
年度2-4
月
②-2 R6
年度2-4
月
②-3 R6
年度9月
②-4 R6
年度10月
②-5 R6
年度10-
12月

①において、アセスメント
プランに基づき令和5年度ま
での教育評価を取りまとめ
た（「アセスメントプラン
に基づく教育評価（試
案）」）。
②-1 令和5年度の調査を実
施した。その上で②-2・3・
4において、 令和5年度の調
査を分析し、その結果を
「アセスメントプランに基
づく教育評価（試案）」と
して取りまとめ、教務委員
会、IR委員会、自己点検評
価委員会を経由して、最終
的に教育の質保証委員会で
報告・協議した/予定である
（10月、翌3月）。
②-5 ①について、成績評価
及び学位授与との整合性を
踏まえて、分析結果を「ア
セスメントプランに基づく
教育評価（試案）」として
取りまとめた。

次回の教育課程の改正に
資するべく、「アセスメ
ントプランに基づく教育
評価（試案）」に基づき
時系列で評価・検証を行
なった。
②-4　①について、教務
委員会、IR委員会、自己
点検・評価委員会および
教育の質保証委員会で共
有・協議し（10月）、さ
らに次回の教育課程の改
正に向けて、3月の教育の
質保証委員会で協議す
る。
今後、②-2 令和6年度の
調査を実施し、その結果
を①の「アセスメントプ
ランに基づく教育評価
（試案）」に追記し、分
析結果を基に、経時的に
評価・検証する。調査
（DP,COなど）にあたり、
回収率の目標は各学年60%
以上が課題である。

Ｂ

次回の教育課程の
改正に向け、「ア
セスメントプラン
に基づく教育評価
（試案）」に基づ
き時系列で評価・
検証を、継続的に
行う。

教育の質保証委員
会、教務委員会

5
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④教育課
程・学習
成果
【学部】

④－１ ３つのポ
リシーと
教育課程
の編成

国際的な視野を育む授業科目やプログラムを設定
し、学生の学修活動を援助・促進する。

①国際救援活動論Ⅰ・Ⅱ
を継続して実施する。
②世界情勢を鑑みながら
イギリス語学短期留学、
国際看護学演習Ⅰ～Ⅳの
進捗を確認し、必要に応
じて改善・見直しを検討
する。
③新しい国内外のプログ
ラムついて要否と実現可
能性を調査・検討する。
④特別講演会、国際交流
セミナーを実施する。

➀通年
②通年

③通年
④通年

①継続して実施した。
②履修者の確保などに関し
て、科目担当教員からの提
案について、教務委員会、
教授会で協議・審議した。
国際看護学演習Ⅱ・Ⅲは、
実施にあたって、内容を見
直した。
③VIVES大学（ベルギー）お
よびスラナリー工科大学
（タイ）とMOUを締結し、留
学生の受入れおよび本学学
生を派遣することができ
た。
④特別講演会を１回、国際
交流セミナーを７回実施し
た。

①継続して実施できた。
②国際看護学演習Ⅰにつ
いては、履修可能な学年
を拡大し、実施すること
となった。
助産師課程履修者であっ
ても、国際救援・開発協
力看護履修プログラム に
登録することができるこ
ととなった。また、プロ
グラム内容を年々従事さ
せることができてる。
③新しいプログラムのた
め、新たに海外の2大学
（ベルギー、タイ）とMOU
を締結し、留学生の受入
れおよび本学学生を派遣
することができて良かっ
た。
④今年度は特別講演会と7
回の国際交流セミナーを
滞りなく実施することが
できた。

Ｂ

①国際交流委員会
と連携し、各科目
の進捗状況、履修
者状況を確認して
いく。

次年度も引き続
き、学生が国際的
な視野を育めるよ
うな特別講演会や
国際交流セミナー
を企画していく。

教務委員会、国際
交流委員会
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④教育課
程・学習
成果
【学部】

④－１ ３つのポ
リシーと
教育課程
の編成

海外の赤十字その他の機関との教育活動における関
係を継続し、発展させる。

日本赤十字学園の協働プ
ロジェクトである赤十字
看護系大学の国際交流事
業に参画する。

通年 学園本部の国際交流委員会
にて、ジュネーブでの国際
看護学演習を６大学共同で
実施する方向で進めていた
が、本学の履修者はいな
かった。また、６大学全体
の参加者が少なかったた
め、今年度の実施事体が中
止となった。

計画への参加は行った
が、結果として履修者が
生じなかったため評価は
難しいが、協働プロジェ
クトへの参加体制は確立
していた。 Ｂ

国際交流事業につ
いての周知を強化
し、履修者の増加
を図る。

経営会議、国際交
流委員会
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④－２ 学習の活
性化

学生の学習を活性化させるため、必要な措置を検討
し取組を行う。

学生の学修行動に関わる
調査、分析、協議・検討
を以下の手順で行う。調
査は全学年に実施し、回
収率の目標は90％以上と
する。
①調査を実施する。未回
答者への個別依頼も行い
回収率を高める
②調査結果を分析し、教
務委員会で共有して協議
する。
③②をとりまとめ、教授
会で共有して協議する。
④学生個々の経年の学習
時間に令和6年度の調査分
を加え、学習習慣の定着
および学習時間が少ない
学生への個別指導を
チューターを中心に行な
う。

➀令和6
年度7月
②令和6
年度10月
③令和6
年度11月
④令和6
年度後期
はじめ

①予定通り調査を実施し
た。回収率は92.6%（483名
回答/526名中）であった。
②③教務委員会、教授会で
共有・協議した
➃学生の経年的な学修状況
を可視化し、チューターへ
配布した。

①講義の際に直接説明
と、回答入力依頼を行っ
たことや、未入力者に複
数回のリマインドを行っ
たことで、回収率が目標
を達した。
②③　予習・復習などの
学修時間が学年が進むに
連れて減少していること
を教職員で共有した。ま
た、シラバスにも予習・
復習時間を明記すること
を継続した。
➃後期の履修登録時の指
導に使用できるように配
布した。

Ｂ

①継続実施
②予習・復習時間
の増加に向けた教
育方法について検
討していく必要が
ある。
④継続実施

教務委員会

6
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④－２ 学習の活
性化

学修者本位の効果的な教育を実現するため、必要な
措置を検討し取組を行う。

学生の学修環境に関わる
調査、分析、協議・検討
を以下の手順で行う。調
査は全学年に実施し、回
収率の目標は70%以上とす
る。
①調査を実施する。
②調査結果を分析し、教
務委員会で共有・協議す
る。
③②をとりまとめ、教授
会で共有・協議する。
④学生のPROGテストの分
析結果を基に、強化すべ
きスキルに対応する授業
科目の抽出と授業方法の
工夫を検討し教授会で協
議する。

➀令和6
年度7月
②令和6
年度9月
③令和6
年度10月
④令和7
年度2月

①予定通り調査を実施し
た。回収率は73.6%（387名
回答/526名中）
②③教務委員会・教授会で
分析結果を協議した
➃分析結果をもとに、強化
すべきスキルに対応する科
目・教育方法を抽出し、委
員会で協議した。

①学修行動調査を同時に
行うことにより、数回リ
マインドし、回収率が目
標を達した。
②③分析結果をもとに、
よりよい学修環境につい
て協議をした。ネット
ワークのスムーズな接続
環境は整備中であったた
め、次年度の学修環境調
査の回答をフォローして
いく。
➃分析結果をもとに、強
化すべきスキルに対応す
る科目・教育方法を抽出
し、委員会で協議した。

Ｂ

①継続的に実施す
る。
②③学習環境に関
する改善できる点
について、関係各
所で対応してもら
えるように提案す
る。
④PROG結果をもと
に、各教員が教育
方法が改善できる
ように発信してい
く。

教務委員会
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④教育課
程・学習
成果
【学部】

④－２ 学習の活
性化

成績評価、単位認定及び学位授与をDPを始め諸規程
に則り適切に行う。

①GPAを進級判定と卒業認
定に活用するための基準
を明確化する。
②GPCを適切な評価を促す
指標として活用する。

通年 ①次年度から運用できるよ
う規程改正を行った。
②単位認定時に前年度のGPC
との比較を行い、評価を促
す指標として活用してい
る。

①GPAを進級判定と卒業判
定に活用するよう、履修
規程を改正した。
②GPCの確認は単位認定時
に実施している。 Ｂ

①GPAを進級判定と
卒業認定に活用す
るための基準を明
確化する。
②GPCを適切な評価
を促す指標として
活用する。

教務委員会、教授
会

④教育課
程・学習
成果
【学部】

④－３ 学習成果
の把握・
評価

CP及びDPを軸に、ディプロマサプリメントとの整合
性を踏まえて、学生の学習成果・到達状況を多角的
に把握・分析し評価する。

ディプロマサプリメント
に関わる調査,分析,協
議・検討を以下の手順で
行う。調査にあたり,回収
率の目標は100%とする。　
　
①令和5年度の調査を実施
する。
②令和6年度の調査を実施
する。
③令和3,4,5年度の調査を
分析し,その結果を教務委
員会で共有・協議する。
④③を取りまとめ,教授会
及び教育の質保証委員会
で共有・協議する。
⑤③の分析に際して,CP及
びDPを軸に、ディプロマ
サプリメントとの整合性
を踏まえて、分析結果を
取りまとめる。
⑥PROGテストを踏まえて
ディプロマサプリメント
の内容を検討する。

①R5年度
2-4月
②R6年度
2-4月
③R6年度
9月
④R6年度
10月
⑤R6年度
10-12月
⑥通年

①③④⑤を実施した（②は
年度末に実施予定）。③④
⑤において、令和3,4,5年度
の調査データを分析し、そ
の結果を「アセスメントプ
ランに基づく教育評価（試
案）」として取りまとめ、
教務委員会、IR委員会、自
己点検評価委員会、および
教育の質保障委員会で共
有・協議した。「アセスメ
ントプランに基づく教育評
価（試案）」では、2021～
2024年度の学生を対象とし
た9項目：累積GPA,DP、CP、
学士力、看護実践能力、授
業評価・成績、学修時間、
OSCE、CＢTの結果をとりま
とめ、分析結果に基づいて
考察した。⑥において、以
上の9項目の内、PROGテスト
と重なるディプロマサプリ
メントの項目：DP、CP、学
士力、看護実践能力につい
て、内容を検討している。

①③④⑤において、「ア
セスメントプランに基づ
く教育評価（試案）」に
より、累積GPA、DP、学士
力などのパターンから、
DPや学士力は学年進行と
共に高まる傾向にあるも
のの、学業成績は低下傾
向にあり、学習時間の確
保や科学的根拠に基づく
学習面での課題が判明
し、教育支援の方向性が
把握できた。その上で、
教務委員会、IR委員会、
自己点検・評価委員会、
および教育の質保証委員
会で共有できた。⑥にお
いて、IRとの連携を強化
し、PROGテストの結果を
踏まえてディプロマサプ
リメント（DP、CP、学士
力、看護実践能力等）の
内容を検討すること（重
複項目の整理）が課題で
ある。

R5称号付与一覧R5

Ｂ

②③④⑤⑥におい
て、調査・分析・
考察を継続的に行
い、「アセスメン
トプランに基づく
教育評価（試
案）」を経年的に
取りまとめる。そ
の上で、教務委員
会、IR委員会、自
己点検評価委員
会、および教育の
質保障委員会で共
有・協議し、その
内容を議事録に残
し、大学全体で学
生の学修成果を周
知・検討し、教育
の質保証へ繋げ
る。

教務委員会

28
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そのためには、
「アセスメントプ
ランに基づく教育
評価（試案）」の
項目の内容的妥当
性を検討し、PROG
テストの結果を踏
まえてディプロマ
サプリメント
（DP、CP、学士
力、看護実践能力
等）の内容を検討
する。
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④教育課
程・学習
成果
【学部】

④－３ 学習成果
の把握・
評価

卒業時アンケートと卒業１年後の本人・職場上司ア
ンケートを実施し、時系列分析等により教育活動の
評価を行う。

①令和4年度卒業生に対す
る卒後1年目アンケート調
査結果をとりまとめ、分
析して学内に共有する。
②令和5年度卒業生に対す
る卒後1年目アンケート調
査を実施する。
③令和5年度卒業時アン
ケート調査結果を各委員
会等にフィードバックす
る。
④令和6年度卒業時アン
ケート調査を実施する。
（回答率目標：学生回答
率95％、職員回答率
95％）

①4月

②2月
③6月

④2月

①アンケート結果を分析
し、学内で共有した。
 ②調査は予定通り実施し
た。卒業生 47件
（37.30％）、就職先施設管
理者 61件回収した。
 ③調査結果をポータルで周
知した。
 ④学部生へ卒業時アンケー
トと教職員へ自己点検アン
ケートを実施した。

①各委員会で検討した内
容を議事録に残こし、評
価・改善を明確化する仕
組みを作る。
 ②卒業生の回収数をあげ
る方策を検討する必要が
ある。
 ③各委員会からのフィー
ドバックを取りまとめ
て、改善案を整理し、結
果を検証した。
 ④アンケートの回答を集
計し、結果の検証を行っ
た。

Ｂ

自己点検・評価委
員会、教育の質保
証委員会
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④教育課
程・学習
成果
【学部】

④－４ 点検・評
価と改
善・向上

教育課程の編成、授業の内容と実施方法,２学期制
の適切性についてPDCAサイクルを回して点検・評価
（学生による評価、教員相互の評価、ティーチン
グ・ポートフォリオを活用した教員自身での評価、
卒業1年後の本人・職場上司アンケートによる評価
など）を行う。

学生・教員の評価による
授業の改善を次の手順で
行い、手法を確立する。
①学生の授業評価を実施
する。
②①に対する教員のコメ
ント作成を実施する。
③①を分析し,その結果を
教務委員会で共有して協
議する。
④③を取りまとめ、教員
コメントを踏まえて教授
会および教育の質保証委
員会で共有して協議す
る。
⑤教員相互の授業評価
（授業参観）を実施す
る。
⑥参観した教員はコメン
トシートを、参観を受け
た教員は報告書を作成す
る。
⑦教務委員会で⑥を取り
まとめて授業参観事業報
告書を作成し、教務委員
会・教授会で共有して協
議する。
（卒業1年後の本人・職場
上司アンケートによる評
価はNo.29に記述）

①前期・
後期
②前期・
後期
③後期
④後期
⑤後期
⑥前期・
後期
⑦前期・
後期
⑧後期

①②③④を実施した（前
期）。学生アンケートの回
収率は17.5～47.3％で低め
であったが、アンケート結
果を踏まえて、各教員は講
義内容の検討を行ってい
た。教員コメントの結果は
学生に提示済みである。ま
た、③④を行い、全体的な
授業に対する評価は4.0平均
で高い。一方、予習・復習
の取り組みが少ない傾向に
あるため、予習前提の授業
の組み立ての工夫などの必
要性が検討された。
⑤⑥年間の教員相互の授業
参観について21名から38件
の参観コメントの提出があ
り、昨年度の16名20件より
も大きく増えていた。

①②③④について、教務
委員会、教授会での協議
を行った。アンケート結
果から、学生の傾向把握
はできたが、学年が上が
るごとにアンケートの回
収率が下がる点は課題で
ある。引き続き、回収率
を上げるための依頼方法
の工夫が必要。また、予
習前提の授業の必要性な
どを教授会で協議して共
有できた点はよかった。
なお、次年度より教員に
対する授業評価アンケー
トを追加することとし、
学生のものと対比させて
詳細な分析に取り組む予
定である。
⑤⑥授業参観の開催方
式・コメントの提出方法
を一部変更し、参観への
ハードルを下げること
で、参観者が増えたこと
は評価できる。
⑦は現在作成中である。

Ｂ

①②③④について
は、次年度も継続
する。アンケート
回収率の向上に向
けて、科目担当教
員の協力も得なが
ら方法を工夫す
る。予習・復習へ
の取り組みを増や
すための授業につ
いて、実際に行っ
た工夫など、授業
の工夫に関する情
報共有ができると
よい。また、令和7
年度は、教員に対
する授業評価アン
ケートも実施する
ため、学生のもの
と対比した分析を
行う。
⑤⑥⑦について
は、FD・SD委員会
にて継続実施予
定。

教育の質保証委員
会、教務委員会、
自己点検・評価委
員会
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点検・評価の結果に基づき、必要な改善・向上を検
討し実施する。

全組織で共通の基本的な
方針と取組姿勢とし、具
体的な取組は各事業の中
で対応する。

通年 各事業のなかで、ＰＤＣＡ
サイクルを活用した点検・
結果に基づいた分析・評価
を改善に繋げた。

適切に実施できた。

Ｂ

継続したＰＤＣＡ
が必要である。

全組織
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④－４ 点検・評
価と改
善・向上

外部有識者会議を始めとする外部による評価を積極
的に取り入れ、活用する。

①外部有識者会議は、特
定のテーマを深掘りする
議論となるよう議題を設
定し運営を工夫して実施
する。
②JAＢNEによる看護学教
育評価の受審における意
見や結果を受け、必要な
取組の方向性を協議す
る。

①6月

②下半期

①外部有識者会議は7月に実
施済。
 ②JAＢNEは受審済み。1月
の経営会議において、時点
の受審結果報告書を確認し
た。3月に正式な報告書が届
いたため、4月以降の教育の
質保証委員にて報告し、検
討を行う。

①10月の教育の質保証委
員会において、有識者会
議にていただいた意見を
整理して検討を行った。
 ②重大な指摘事項はな
かったものの検討課題が1
点挙げられたため、対応
が必要。

Ｂ

①次年度の有識者
会議について必要
な議題を整理し
て、継続して実施
する。
②検討課題が1点挙
げられたため、対
応を行う。

教育の質保証委員
会、総務課
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④教育課
程・学習
成果
【学部】

④－５ 学修者本
位の教育

臨床教員制度と臨床指導者養成の成果を検証し、改
善を図る。

臨床教員制度に関わる調
査,分析,協議・検討を以
下の手順で行う。調査に
あたり,回収率の目標は
100%とする。
①令和5年度の調査を実施
する。
②令和6年度の調査を実施
する。
③令和5年度の調査を分析
し,その結果を教務委員会
で共有して協議する。
④③を取りまとめ看護系
教授会で共有して協議
し、改善する。

①R5年度
2-4月
②R6年度
2-4月
③R6年度
1月
④R6年度
2月

①②令和6年度の臨床教員称
号付与者を対象として、臨
床教員が本学の臨地実習に
おいてどのような役割を
担っているかを調査した
（回収率46.7％）。調査結
果は現在集計中である。
③調査結果は現在集計中で
あるため、今後の委員会に
て結果と今後の対応につい
て協議予定である。
④未実施（現在準備中）で
ある。

①②臨床教員から見た本
学の臨床教員制度の現状
と課題について率直な意
見をいただく機会となっ
た。また、目標に挙げて
いた回収率100％につい
て、今回の調査は臨床教
員の自由意志による回答
であることから目標設定
に実現可能性に難があっ
た。今後はこれを踏まえ
て数値目標の設定を行
う。
③④アンケート結果を基
に2～3月の教務委員会に
て協議し、臨地実習の体
制強化と実習内容の充実
に向けた今後の対策につ
いて検討できる見込みが
ある。

Ｂ

教務委員会
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④教育課
程・学習
成果
【学部】

④－４ 点検・評
価と改
善・向上

高大連携のあり方について検討し、方針を定め必要
な取組を行う。

①高大連携（高校での出
張講義等）の意義やあり
方について検討する。
②高大連携の方針を定め
る。

通年 ①高校での出張講義は入試
委員会にて実施中だが、高
等学校と連携した入学前教
育の実施については検討で
きていない。日赤他大学の
状況を情報収集し、今年度
中に本学の対応を検討す
る。
②高等学校又は教育委員会
との年２回以上の定期的な
意見交換体制の構築や高等
学校と大学等との合同研修
の実施については、経営会
議やFD･SD委員会との協議が
必要。

①②について、他大学の
状況も確認しながら教務
委員会で検討を行い、案
として、救急法への高校
生の参加、避難所訓練の
模擬患者としての参加な
どの意見もあったが、確
定には至らず。

Ｂ

①②高大連携（高
校での出張講義や
大学の授業受講な
ど）の強化に向
け、関係諸機関と
調整する。また、
引き続き他大学の
実施や導入の工夫
点について情報収
集を行う。

教務委員会、経営
会議（教務学生
課）
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④－５ 学修者本
位の教育

学生が自身の学習成果の到達状況を経年的に把握し
学習に活用できるよう、「eポートフォリオ」を整
備し的確に運用する。

①学生の立場で実用的な
「eポートフォリオ」を検
討し導入する。
②ディプロマサプリメン
トのe-ポートフォリオと
の接続と電子媒体での運
用に向けて，システムを
構築する。

通年 ①eポートフォリオ機能が付
随している臨床実習記録シ
ステム「 F.CESS nurse」の
導入を検討している。年内
に無料トライアルを実施予
定。②本年9月末にリプレー
ス予定の学務システムにて
対応予定。

①令和6年度事業計画では
「eポートフォリオ」を導
入する方針としていた
が、導入に必要な予算は
今年度には確保されてい
ない。そのため、令和6年
度の計画を変更し、導入
に向けた検討を行うこと
とする。
②12月の臨地実習におい
て、臨床実習記録システ
ム「 F.CESS nurse」を用
いて実習記録のトライア
ルを実施し、導入するこ
とが決定した。実習での
データを蓄積し見ること
ができるeポートフォリオ
機能を備えており、今
後、活用方法を検討する
予定。

Ｂ

①【学部】学生の
立場で実用的な「e
ポートフォリオ」
を検討し導入す
る。
②【学部】ディプ
ロマサプリメント
の「eポートフォリ
オ」との接続と電
子媒体での運用に
向けて、システム
構築を検討する。

教務委員会、教務
学生課、総務課
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④教育課
程・学習
成果
【学部】

④－５ 学修者本
位の教育

教員が「eポートフォリオ」を学生の評価と指導、
自らの教育改善に活用できるよう、学習支援システ
ムを導入し的確に運用する。

①教員の立場で実用的な
「eポートフォリオ」を検
討し導入する。
②ディプロマサプリメン
トのe-ポートフォリオと
の接続と電子媒体での運
用に向けて，システムを
構築する。

通年 同上 同上

Ｂ

①【学部】教員の
立場で実用的な「e
ポートフォリオ」
を検討し導入す
る。
②【学部】ディプ
ロマサプリメント
の「eポートフォリ
オ」との接続と電
子媒体での運用に
向けて、システム
を構築する。

教務委員会、教務
学生課、総務課
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④教育課
程・学習
成果
【学部】

④－５ 学修者本
位の教育

最新の技術や知見を取り入れ、ICTや多様な学修形
態を活用した教育を推進する。

➀シラバスの記載内容を
確認し、授業内容に研究
成果などの最新の知見を
取り入れる。
②教育のICT化の促進に向
け研修会の開催を年1回、
ICT通信の発行を年2回行
う。
③シミュレーション・シ
ナリオの体系化にむけ
て、演習における到達目
標を整理して教員に周知
させ、シミュレーション
の実施とMedi-EYEの活用
について実績把握をす
る。
④シミュレーション研修
会を年1回行う。
⑤模擬患者の効果的かつ
安全・安定的な教育への
活用を図るとともに、
フォローアップ研修会を
年3回開催する。

➀1月
②研修会
を前期1
回・通信
発行を前
期・後期
各1回
③前期に
到達目標
の周知・
後期に実
績把握
④後期1
回
⑤通年・
研修会は
年3回

①12～1月に実施予定　
②ICT化の促進のFD研修会
は、9月に動画編集に関する
研修を実施し12人が参加し
た。実施後アンケートで
は、学習した動画編集を活
用への肯定的意見が100％で
あり、演習などの授業の動
画作成に活用したいとの意
見があった。ICT通信は8月
と1月に年2回発行した。AI
の教育活用、音声編集ソフ
ト、文献検索・翻訳校正AI
アシスタントについて紹介
した。
③今年度、各科目群で実施
したシミュレーション演習
の到達目標の整理を行い、3
月に大学内で共有した。
Medi-EYEの活用状況につい
て12月にアンケート調査を
実施した。活用が前年度の5
科目から今年度は7科目に増
えており、より幅広く活用
されていることが把握でき
た。

①シラバスの記載内容を
確認し、授業内容に研究
成果などの最新の知見、
アクティブ・ラーニング
型授業、ICT活用型授業を
積極的に勧める仕組みづ
くりができた。また、学
生にわかりやすい記載が
できるように、シラバス
作成要領の精査を行っ
た。
②FD研修会以外での動画
編集等のICT活用に関する
サポートの希望があっ
た。また、ICT通信で紹介
したツールが授業で活用
された。
③前年度、各シミュレー
ション演習における到達
目標の周知を行ったが、
実際にどの程度活用され
たかの評価には至ってい
ない。しかし、科目群の
目標確認と整理を行った
ことで、本学の現状の把
握はできた。

Ｂ

①【学部】シラバ
スの記載内容を確
認し、授業内容に
研究成果などの最
新の知見、アク
ティブ・ラーニン
グ型授業、ICT活用
型授業を取り入れ
る。
②新たなツールの
動画プラット
フォームPanoptoと
臨床実習支援シス
テムF.CESSを導入
するため、効果的
な運用を進める。
③シミュレーショ
ン演習における到
達目標の活用状況
及び内容の見直し
を検討する。ま
た、シミュレー
ション演習・シナ
リオの体系化に向
けて情報収集をす
る。Medi-EYEを円
滑に活用できるよ
う引き続き教員を
支援する。

教務委員会、看護
教育開発委員会
（FD・SD委員会）

④シミュレーション教育の
FD研修会を3月10日に実施し
35名が参加した。終了後ア
ンケートより、95%の参加者
から、「今後に役立てるこ
とができそう」という回答
を得た。

⑤年3回（4月,10月,3月）の
模擬患者フォローアップ研
修会を実施した。のべSP72
名と教員39名、学生ボラン
ティア12名が参加した。実
施後アンケート結果から、
研修会のテーマは概ねSPの
ニーズに沿っており、理解
できたとの回答が100％で
あった。

④FD研修会を計画通り実
施し目標を達成した。

⑤年3回の研修会を計画通
り実施し目標を達成し
た。

④年1回の研修会を
企画し教員の教育
力の継続的な向上
をはかる。
⑤令和8年度に新規
模擬患者養成をす
るための準備をす
る。

37

12



38

④教育課
程・学習
成果
【学部】

④－５ 学修者本
位の教育

OSCE・CＢTなどこれまで整備してきた教育方法につ
いて、より効果的・実践的なものとなるよう改良を
行う。

OSCE・CＢTが、学生の実
習への準備学習を促し実
習に向けた学生の看護実
践能力の質の保証になる
よう取組む。
①OSCEはより適切な課題
を作成する。
②CＢTは受験前学習の整
備、出題・受験方法・評
価の検討を行い、試験を
実施し、改良の評価をす
る。

①通年
②前期・
改良の評
価は後期

①レベル別OSCEごとに科目
及び領域で対応している。
②CＢTは追試を含め、全学
年の試験が上半期に終了し
た。各学年の試験問題につ
いて、委員および担当領域
の教員によりその妥当性を
確認した。8月には、新たに
レベルⅢ実習前CＢTとし
て、180分230問の形式で実
施した。

①評価する仕組みができ
ていない。
②概ね予定通り実施でき
た。上半期に全学年のCＢ
Tが終了したため、実施結
果を基に、下半期では今
後の受験方法や評価等に
ついて検討する。

Ｂ

①継続実施
②次年度から3年生
のみGoogleフォー
ムでの試験を実施
し、受験方法や評
価方法について改
善のための検討を
行う。加えて、学
生へのアンケート
調査から学習効果
を検証する。

看護教育開発委員
会
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臨地実習の在り方を検討し、受入施設等と協議して
学生が主体的に取り組む学習環境を整備する。

①学生が主体的に実習に
取り組める臨地実習指導
体制について実習施設連
携会で協議し、実習指導
者の意見を集約する。
②学生が主体的に学習に
取り組める学習環境につ
いて学生の意見を調査
し、実習施設連携会で報
告・協議する。
③学生と実習指導者の双
方の意見を確認しなが
ら、学生が主体的に実習
に取り組める体制作りに
ついて検討し改善を図
る。

①2月
②年度内
③年度内

①2月20日に実習施設連携会
を実施した。今年度は「大
学での学びを実習現場で活
かすための教員と指導者の
連携」をテーマとし、グ
ループワークを通して意見
交換を実施した。
②③未実施。企画の検討段
階にて、昨年度は新カリ
キュラムの実習について紹
介したことから、今年度は
レベルⅢ実習（主にレベル
ⅢOSCE）について取り扱う
こととなったため、時間の
都合上実施しないことと
なった。

①43施設67名の参加が
あった。実習施設連携会
終了後のアンケート（回
収率57.4％）の結果、今
後の実習指導に役立てる
ことができるかという質
問に対して「そう思う」
64.5％「ややそう思う」
35.5％の回答があった。
また自由回答では、レベ
ルⅢOSCEなど本学の取り
組みに対する関心の高さ
がうかがえた。
②③全学年の意見調査は
実施していないが、3年生
に実習後に実施したアン
ケート結果についてレベ
ルⅢOSCE実施報告の中で
報告され、グループワー
クにおいてもその結果を
元に意見交換がされてい
た。学生の特徴や傾向を
知りたいという参加者か
らのニーズもあるため、
今後の実習施設連携会に
て引き続き計画していく
こととする。

Ｂ

①学生が主体的に
実習に取り組める
臨地実習指導体制
について実習施設
連携会で協議し、
実習指導者の意見
を集約する。
②学生が主体的に
学習に取り組める
学習環境について
学生の意見を調査
し、実習施設連携
会で報告・協議す
る。
③学生と実習指導
者の双方の意見を
確認しながら、学
生が主体的に実習
に取り組める体制
作りについて検討
し改善を図る。

教務委員会

13
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④教育課
程・学習
成果
【大学
院】

④－１ ３ポリ
シーと教
育課程の
編成

【修士課程】理念・目的に沿い社会の変化や要請に
対応した最新の知見を反映させた教育課程となるよ
う、継続的に評価・検証と改善、見直しを図る。

①修了生のアセスメント
プランのデータを分析・
評価し改善点を協議す
る。
②上記①に基づき教育課
程の編成と内容の適切性
を点検する。
③上記②から教育課程の
改正の要否を検討し、必
要と判断した場合には改
正のねらいと時期を検
討・協議する。

①前期
②後期
③後期

①IR委員会と連携しデータ
の整理を行った。
②①のデータに基づき点検
を行った。
③7月23日実施外部有識者会
議で外部委員への意見聴取
を行った。

①令和5年度までの修了生
の調査は終了し研究科委
員会にて報告した。満足
度は高い傾向であった。
②アセスメントプランの
データ分析の他、コロナ
禍が明けての社会の変
化、教員人材の育成等総
合的に計画していく為、
広く情報収集と意見交換
を行う。

Ｂ

①令和6年度修了生
（10名）対象に調
査を行った。
②調査済のデータ
（令和5年度修了生
25名対象）と追加
上記①のデータと
合わせて分析・評
価する。
③2023年度修了生
対象の調査からは
取り組みの必要な
課題はなかった。
継続的に検証す
る。

研究科委員会
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④－１ ３ポリ
シーと教
育課程の
編成

【修士課程】教育・研究者コース、専門看護師コー
ス、及び履修証明プログラムの成果を検証・評価
し、段階的に改善・改編を行う。

①教育・研究者コース・
専門看護師コースは修了
生のアセスメントポリ
シーのデータを分析・評
価し改善点を協議する。
②履修証明プログラムの
成果について、科目成
績・授業学生と教員のコ
メント等により検証す
る。

①前期
②後期

①IR委員会と連携し、結果
を協議した。
②履修証明プログラムはR6
年度1名受講した。
・令和7年1月に履修証明プ
ログラム検討会議を開催
し、外部委員と意見交換を
行った（外部委員：庄原赤
十字、JA広島総合病院）

①計画を推進し、IR委員
会からのデータの確認と
整理を行い、今年度末ま
でに委員会で報告した。
②履修証明プログラムの
修了生のうち、1名は今年
度修了し、1名は長期履修
でなく順調に履修中であ
る。

Ｂ

①令和6年のデータ
を現在精査中（令
和7年2月現在）検
討事項がある場合
迅速に協議する。
②引き続き履修証
明プログラムの成
果について検証す
る。
③履修証明プログ
ラムの修了生が進
学後2年間で終了で
きるよう、演習科
目を1年次「後期」
から「通年」で統
一して対応する。

研究科委員会
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④教育課
程・学習
成果
【大学
院】

④－１ ３ポリ
シーと教
育課程の
編成

【修士課程】NP（Nurse Practitioner：診療看護
師）コースの開設を検討し、必要な取り組みを行
う。

NPの国内動向を調査・整
理し、中四国ブロック赤
十字病院との情報交換と
ニーズの把握を行う。

通年 ・全国のNP教育機関の情報
収集をしたうえで、中四国
ブロックのニーズを整理
し、NPの開講時期・人的資
源及びニーズを検討した。
・7月23日外部有識者会議で
意見交換を行った。

・情報収集のため令和6年
10月僻地医療を展開して
いる診療所へプログラム
等の聞き取りを行った。

Ｂ

令和7年へき地医療
と看護を担う看護
師を対象とした履
修証明プログラム
（実践者コース）
の開講を検討す
る。

研究科委員会
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④教育課
程・学習
成果
【大学
院】

④－１ ３ポリ
シーと教
育課程の
編成

【博士課程】共同大学院の構成大学と連携し、教育
課程の有効性についてPDCAサイクルを回して検証す
る。

授業評価を実施し分析し,
その結果を研究科委員会
で共有・協議して必要な
改善を行う。

通年 ①計画通り実施した。 計画を推進し授業評価の
実施と点検、学内での共
有を行った。 Ｂ

自己点検評価の実
施を継続し、改善
が必要であれば対
応する。

共同看護学専攻教
務委員会

44

④－１ ３ポリ
シーと教
育課程の
編成

【博士課程】検証結果を踏まえ、カリキュラムの見
直しを検討する。

対象事業なし（N0.48の進
捗による）

なし 対象事業なし なし

_

共同看護学専攻教
務委員会

45
④－２ 学習の活

性化
【修士課程・博士課程】成績評定基準を策定し、公
表する。

対象事業なし 下半期 対象事業なし なし
_

大学院教務委員
会、共同看護学専
攻教務委員会

14
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④教育課
程・学習
成果
【大学
院】

④－２ 学習の活
性化

【修士課程・博士課程】授業アンケートを実施し、
結果を踏まえて必要な措置を検討し取り組みを行
う。

No.56と一体で実施する。 通年 前期・後期とも授業アンケ
―トを実施し、各委員会で
確認した。

取り組みの必要な課題は
なかった。

Ｂ

授業アンケートの
実施を継続する。

大学院教務委員
会、共同看護学専
攻教務委員会

47

④教育課
程・学習
成果
【大学
院】

④－２ 学習の活
性化

【修士課程】GPC（Grade Point Class Average）の
導入を検討し必要な取り組みを行う。

対象事業なし 下半期 対象事業なし なし

_

大学院教務委員会

48

【博士課程】共同大学院の構成大学と連携し、学修
の活性化方策についてPDCAサイクルを回して検証・
評価し、改善・見直しを行う。

対象事業なし なし 対象事業なし なし

_

共同看護学専攻教
務委員会

49

④－３ 学習成果
の把握・
評価

【修士課程・博士課程】DPに示される能力の可視化
を図り、大学院生版のポートフォリオの導入を検討
し必要な取り組みを行う。

①修士課程院生版のポー
トフォリオについて検討
する。
②上記①で導入の方向と
なった場合、導入時期を
設定してポートフォリオ
案を作成する。

①前期
②後期

①前期ポートフォリオの実
施の有無について検討した
結果に基づき、具体的な内
容についての検討を進める
こととした。

前期ポートフォリオにつ
いて、導入する方向性で
あることを確認した。内
容についての検討は次年
度に実施することとし
た。

Ｂ

具体的なポート
フォリオの作成方
法内容を検討する

大学院教務委員
会、共同看護学専
攻教務委員会

50

④教育課
程・学習
成果
【大学
院】

④－３ 学習成果
の把握・
評価

【修士課程・博士課程】DPの実現に向けての院生自
身の課題の明確化と段階的な学修成果の可視化を図
る。

対象事業なし（No.49関
連）

下半期 対象事業なし なし

_

大学院教務委員
会、共同看護学専
攻教務委員会

51

④－４ 点検・評
価と改
善・向上

【修士課程・博士課程】IRデータと学習成果の把
握・評価の結果に基づき、教育課程の改善・向上に
取り組む。

①修了生のアセスメント
プランのデータを分析・
評価し現状を把握する。
②上記①を共有・協議し
改善点を検討する。

下半期 ①②大学院教務委員会、共
同看護学専攻教務委員会、
IR委員会と協働し令和5年度
修了生のアンケート結果を
分析した。

①②下半期に実施済

Ｂ

40番と同じ（以下
再掲）
①令和6年度の修了
生対象に調査を行
う。
②調査済のデータ
（令和5年度修了生
25名対象）と①の
アセスメントプラ
ンのデータと合わ
せて分析・評価す
る。
③継続的に検証す
る。

大学院教務委員
会、共同看護学専
攻教務委員会、IR
推進委員会

52

④教育課
程・学習
成果
【大学
院】

④－４ 点検・評
価と改
善・向上

【修士課程・博士課程】外部有識者会議を活用して
外部による評価を積極的に取り入れ、活用する。

対象事業なし 下半期 7月に外部有識者会議を開催
し、委員にリカレント教育
に対する意見を求めた。

委員より意見をもらい、
今後の大学院教育への検
討材料とした。

Ｂ

外部有識者会議に
よる評価を継続的
に行う。

研究科委員会、共
同看護学専攻連絡
協議会

53

④教育課
程・学習
成果
【大学
院】

④－４ 点検・評
価と改
善・向上

【修士課程・博士課程】博士課程の体制確保に向
け、学内教員の審査を検討する。

対象事業なし 通年 共同大学院博士課程教員審
査の規程の確認、修士課程
の論文指導教員の教員資格
の基準について検討を行っ
た。

修士課程での主指導の資
格審査を見直すことで、
教員の人材育成の観点か
らの向上、段階的は博士
課程の指導へ移行できる
よう改善された。

Ｂ

引き続き教員審査
の内容の検討を行
う。

研究科委員会

15
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④教育課
程・学習
成果
【大学
院】

④－５ 学修者本
位の教育

【修士課程・博士課程】大学院生版のポートフォリ
オの導入を検討し、必要な取り組みを行う。

対象事業なし（No.49関
連）

下半期 対象事業なし なし

_

大学院教務委員
会、共同看護学専
攻教務委員会

55

④教育課
程・学習
成果
【大学
院】

④－５ 学修者本
位の教育

【修士課程・博士課程】赤十字他大学や赤十字病院
との間で、人的・物的資源の共同活用を図る。

中四国ブロック赤十字病
院の看護部長と「リカレ
ント教育」のための連携
について情報交換を行
う。

通年 ・6月26日（水）庄原赤十字
病院と「僻地医療と看護」
について、オンラインで意
見交換を行った。臨床から
のニーズはあるとのことを
確認した。

・計画を推進する

Ｂ

・令和7年度の中四
国ブロック赤十字
病院会議（2年1回
開催）で、検討の
ための準備を行
う。
・継続的に赤十字
中四国ブロック病
院との連携を図
る。特に継続教育
（リカレント教
育・大学院の進
学）について情報
交換を行う。

経営会議、研究科
委員会、共同看護
学専攻連絡協議会

56

④教育課
程・学習
成果
【大学
院】

④－５ 学修者本
位の教育

【修士課程・博士課程】ICTを活用した学修機会の
拡大を促進する。

①遠隔授業の実施状況を
把握し、アンケート等に
より課題を明確にする。
②上記①の課題に対し、
次年度に向け必要な改善
策を検討する。

通年 ①令和6年度シラバスにハイ
ブリッドの際の講義回を掲
載したが、ほぼ「対面」で
の実施となった。

①計画を推進する。

Ｂ

①引き続き実施す
る。

大学院教務委員
会、共同看護学専
攻教務委員会

57

⑤学生の
受け入れ

⑤－１ 入学者受
け入れの
方針

APは学生募集要項やホームページで公表し、継続し
て入学者選抜を公正に実施する。

学生募集要項やホーム
ページにAPを公表すると
ともに、文部科学省通知
等に適切に対応し、より
公平で公正な入学者選抜
を実施する。

通年 学生募集要項及びホーム
ぺージにてAPを公表した。
また、文部科学省の通知内
容に準じて調査書の評定様
式を変更した。

計画どおり実施した。

Ｂ

公平で公正な入学
者選抜を実施する
ため、継続して学
生募集要項やホー
ムページにAPを公
表する。
また、文科省の通
知等に則り適宜対
応する。

入学試験委員会・
入試課

16
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⑤学生の
受け入れ

⑤－１ 入学者受
け入れの
方針

新たな入学者選抜の制度を設計し、適切な運営体制
を整備して導入し、導入結果を継続的に検証する。

【学部】令和８年度入学
者選抜から導入の総合型
選抜について、実施体制
を検討し整備する。併せ
て地域特別推薦Aの指定校
の見直しを検討し整理す
る。
【大学院】入試問題の共
通化を実施し、出題方針
（APとの整合性、出題形
式、レベルの吟味）につ
いて継続的に検討し必要
な改善を行う。

通年 【学部】令和8年度総合型選
抜の実施体制について経営
会議に諮り、試験日や選抜
方法が承認された。また、
地域特別推薦Aの指定基準に
沿って指定校を選定した結
果、指定校を144校から84校
へ変更し、経営会議で承認
された。
【大学院】試験問題作成要
領に基づき作問者へ作問依
頼し、大学院入学者選抜Ⅰ
期で共通問題を出題した。

【学部】事業計画どおり
実施できた。
【大学院】大学院入学者
選抜Ⅰ期の実施結果を踏
まえ、出題方針の評価を
行った。

Ｂ

【学部】総合型選
抜の実施結果を基
に実施体制等につ
いて検証し、必要
な改善を行う。
【大学院】令和7年
度大学院入学者選
抜の実施結果を基
に、共通問題の出
題方針について検
証し、必要な改善
を行う。

入学試験委員会・
入試課
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⑤学生の
受け入れ

⑤－２ 点検・評
価と改
善・向上

入試結果、入学者の特性等を分析してAPを満たして
いるか検証を行い、入学者選抜制度の改善を図る。

①IRで入試結果及び入学
後の成績等を分析し、教
育の質保証委員会で検証
した結果を踏まえ、入学
者選抜区分等の改善に向
け検討する。
②令和6年度入試結果と在
学生の入試区分別の成績
動向について分析し、AP
を満たしているか検証を
行う。

①通年

②上半期

①IR推進委員会の分析結果
は入学試験委員長に報告、
また教育の質保証委員会で
報告・検証された。
②IR推進委員会の分析結果
を踏まえ、項番57と統合し
てAPを満たしているか検証
した。
①②IR推進委員会で入試結
果、入試区分、成績を学年
毎に分析した。（IR）

IR推進委員会の分析結果
を踏まえ検証を行い、次
年度以降はIR推進委員会
に加え広報・学生募集委
員会との連携強化を図る
こととする。
計画通り実施した。
（IR） Ｂ

IR推進委員会の分
析結果及び広報・
学生募集委員会で
実施した高校訪問
時の収集データの
提供を依頼し、提
供されたデータの
活用方法について
検討する。
①②総合型選抜の
入試区分を加えて
分析する。（IR）

入学試験委員会・
入試課、教育の質
保証委員会、IR委
員会
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⑤学生の
受け入れ

⑤－３ 収容定員
の管理

受験者の動向を踏まえて適切な合否判定基準を設定
し、結果を検証・評価して適正な入学者数を確保す
る。

①入学者選抜に係る「合
否判定基準」を整理し、
受験者数（実績）と過年
度の入学者数の傾向から
目標入学者数に対応する
合格ライン（合格者数）
を設定する。
②設定した合格ラインと
入学者数の結果を検証
し、次年度の合格ライン
の設定時に反映させ、目
標入学者数を適切に確保
する。

通年 令和6年度一般選抜・大学入
学共通テスト利用選抜の受
験者数と過年度入学者数の
傾向から、令和6年度入学者
選抜の合格ラインを検証
し、経営会議で報告した。

令和6年度入学者選抜で
は、新教育課程の導入に
伴い、年度内に進路決定
を希望する出願者が多い
傾向にあり、昨年度と比
較して出願者が増加し
た。

Ｂ

令和7年度入学者数
が確定後、設定し
た合格ラインの妥
当性について検証
する。

入学試験委員会・
入試課、経営会議
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⑤－４ ターゲッ
トにあわ
せた学生
募集とリ
ブラン
ディング
広報

オープンキャンパスや高校訪問等の学生募集活動の
成果を常に検証・評価し、改良・改善や全体の見直
しを行う。

①オープンキャンパスに
ついて、より効果的とな
るよう企画・運営を見直
しながら計5回実施する
（他大学との差別化、高
校教員枠の充実等）。
②高校訪問の対象校の考
え方を再整理するととも
に、高校教員へのアプ
ローチ策を強化する。
③業者主催の進学相談会
について、高校生との直
接接触の機会を確保する
ため計7会場に参画する。

通年 概ね計画どおり実施した。
①学生主体のオープンキャ
ンパス「ラボキャン」を開
催した。
第1回（5/18）参加者53名
オープンキャンパスは午
前・午後の2部制で事前予
約・人数制限を設けて開催
し、募集定員以上を受け入
れた。
第2回（8/10）参加者196名
第3回（8/11）参加者226名
今年度も高校教員枠を設
け、2名が参加した。
第4回（10/19）参加者25名
『個別相談会』『キャンパ
スツアー』をメインに実施
した。
第5回　2025年3月23日開催

入学者確保（定員充足率
100％）を目標として広報
活動を展開した。その結
果、学校推薦型選抜の出
願状況は募集人数62名に
対して出願者数は76名。
一般選抜の出願状況は募
集人数48名に対して出願
者数は208名であった。

①来場者アンケート結果
によると、特に学生・教
職員の親切さに対するコ
メントが多く、また模擬
授業・看護技術体験に対
する評価が高くみられ、
体験型のオープンキャン
パスは効果的であった。

Ｂ

入学者確保（定員
充足率100％）を目
標として広報活動
を展開する。

①他大学と比較し
た評価では、施設
や設備の充実が挙
げられるが、出願
に繋がる直接的な
要因になっている
とは言い切れない
ため、今後も赤十
字の大学としての
強みをアピールし
ていく。

②総合型選抜・推
薦選抜等の出願者
の増加に伴い、進
路指導開始が低学
年へと前倒しして
いることを踏ま
え、高校の進路指
導教員からの情報
収集を継続的に行
い、今後の学生募
集活動に活かして
いく。

広報学生募集委員
会・入試課

②年2回高校訪問を実施し
た。
地域指定Aの見直しに伴い、
訪問校の削減・訪問者の日
程調整等がスムーズに行え
るよう努めた。
・前期高校訪問（5月下旬～
7月上旬）
103校のうち99校訪問、4校
資料送付、山口県の訪問6校
追加
・直前期高校訪問（11月下
旬～12月上旬）
本学への出願者実績の多い
広島県及び山口県東部の42
校訪問

③業者主催の進学相談会等
に参画した。
進学相談会　3会場
高校内ガイダンス　7校
資料頒布会　6会場

②本学への関心度や看護
職への志望度、入試の動
向など情報収集ができ
た。また、訪問時に有益
な情報が提供できるよう
訪問先高校からの本学出
願状況や本学の魅力や入
試情報などの案内チラ
シ・高校訪問マニュアル
を作成し、統一した学生
募集活動を実施すること
ができた。
直前期高校訪問では、次
年度から導入する総合型
選抜についても高校の進
路指導教員に広報するこ
とができた。

③進学相談会において
は、本学ブースへの着席
率が少なかったため、今
後の参画については費用
対効果を勘案しながら検
討する。

③高校生との早期
接触を図るため、
費用対効果や実施
時期等を勘案しな
がら参画してい
く。

61
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⑤－４ ターゲッ
トにあわ
せた学生
募集とリ
ブラン
ディング
広報

刷新した広報媒体（ホームページ・大学案内）を効
果的に運用し、SNSも合わせて情報発信を強化す
る。

①リニューアルした大学
案内について、１年生か
ら感想や評価を集め、次
年度版に向け受験生への
訴求を高める工夫を行
う。
②リニューアルしたホー
ムページについて、業者
に効果検証を行わせ必要
な改修・改良を行うとと
もに、タイムリーな更新
と情報発信を行う。
③高校生にリーチしやす
いSNSについて、投稿の基
準を整理してタイムリー
に情報を発信する。
④ぴーあーるLAＢOと共同
したSNSによる情報の発信
を強化する。
⑤受験情報サイトについ
てはWEＢ DMの効果検証を
行い、費用対効果を勘案
しながら選択し活用す
る。

通年 ①大学案内パンフレットの
質向上のための調査対象を1
年生から8月実施のオープン
キャンパス来場者に変更し
た。アンケート結果は、9割
以上の生徒が今年度のパン
フレットに満足していると
回答した。

②教職員を対象にホーム
ページに関する意見・感想
の聴取を行った。（回答率
32.9％）
新ホームページの評価とし
ては、全体的にデザインが
洗練され、見やすくなった
との評価が多数あり、デザ
インや情報の見やすさに対
する肯定的な意見も多く見
られた。改修が必要な項目
については、順次改修作業
を行った。
また、トップ画面のカルー
セルやバナー表示を活用
し、各種イベントや入試情
報ページへの誘導を図っ
た。

①ターゲットを意識した
冊子となり、業者選定は
適格であったと感じた。
今後も効果測定を継続的
に行い、各種広報媒体の
制作に努めていく。

②8月のオープンキャンパ
スに合わせて大学紹介動
画を配信し、本学のイ
メージ化にも繋がった。
またホームページをリ
ニューアルしたことによ
り、直帰率は低減した
が、ホームページ内の滞
在時間も長くなるよう
ページ内のアクセスやコ
ンテンツ等の見直しや工
夫も必要である。

③昨年度の投稿数（100
件）と比較すると、投稿
数は少なかった。SNS等投
稿テンプレートや投稿フ
ローの見直しと学内周知
を徹底することが課題で
ある。

Ｂ

①大学案内につい
ては、受験生の訴
求を高めるため、
時代のニーズに
あった広報媒体を
検討していく。
また令和8年（2027
年）度入試選抜よ
り総合型選抜が導
入されるにあた
り、ホームページ
を始めとするWEＢ
サイトやInstagram
等のSNSを活用し、
積極的かつ効果的
な広報展開をして
いくことに重点を
おいていく。

②今後も業者に効
果検証を行わせ、
必要な改修・改良
を行うとともに、
タイムリーな更新
と情報発信を行っ
ていく。

広報学生募集委員
会・入試課

③SNSを活用し、高校生が知
りたい情報や学内イベント
等の様子を定期的に発信し
た。
またホームページにて大学
紹介動画を7月・8月に計11
本配信し、SNSを駆使し
YouTuＢeへの誘導を強化し
た。（投稿数70件）
④助産師教育課程の1年の紹
介動画等（Vlog）を3本作成
した。また受験生応援メッ
セージの他、ターゲットが
知りたい情報や興味を引く
内容を投稿し、本学を身近
に感じてもらい、認知度向
上を図った。
⑤リクルートのWEＢDM配信
企画に参画した。（年4回）　
6月26日 　　1,500通
11月26日　　1,500通
12月17日　　2,500通
2025年3月 　1,500通

④学業との両立が難し
く、前期投稿件数は少な
かったが、「1人1投稿」
と目標設定をし、後期の
投稿件数は増加した。今
後はSNS投稿計画を立てる
などフォロー体制を整え
ていく必要がある。
⑤WEＢ DMの配信は、効果
測定が難しいのが課題で
あるが、高校生のニーズ
に合った業者選定とな
り、受験情報サイトの効
果はうかがえるので、次
年度も引き続き継続して
いく。

③大学の活動や学
生生活の様子など
タイムリーに発信
できるよう、ホー
ムページ・SNS等の
投稿についてシス
テム化していく。

④ぴーあーるLAＢO
については、学生
が主体的に取り組
める体制づくりに
ついて検討し改善
を図る。

⑤今後も効果測定
を行いながら継続
していく。

62
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⑤－４ ターゲッ
トにあわ
せた学生
募集とリ
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赤十字関連施設との連携を活用し、本学のイメージ
を高める広報を積極的に展開する。

①病院・看護協会等が主
催するイベントへ参加す
る。
　　目標：中国四国地区
赤十字病院、JA広島総合
病院、「看護の日」広島
県大会進路相談会他
②臨地実習施設、中四国
各県の赤十字社県支部及
び看護協会等に大学案内
パンフレットを配付し、
配架等への協力を要請す
る。

通年 ①「看護の日」広島県大会
進路相談会、広島赤十字・
原爆病院、山口赤十字病院
のふれあい看護体験、看護
協会廿日市市支部進路相談
会に参加した。
②5月に、日本赤十字社第5
ブロック管内県支部（9施
設）、日本赤十字社第5ブ
ロック赤十字病院（13施
設）に加え、中四国の関連
病院、広島県看護協会へ大
学案内を配布した。また、
①に参加時にも配布した。

①高校生が本学の教職員
だけでなく、学生スタッ
フと直接話をすることに
よって、大学生活につい
て、よりイメージをする
ことができた。

②配布先については、昨
年度と同様であるため、
今後見直しをする必要が
ある。

Ｂ

今後も「看護の
日」広島県大会進
路相談会や関連施
設のイベント等に
継続的に参加し、
赤十字の看護大学
の魅力や強みをア
ピールしていく。

広報学生募集委員
会・入試課
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⑤－４ ターゲッ
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【大学院】臨床現場で働く看護師に向け、確実に届
き訴求する募集活動を行う。

①大学院の学生募集活動
について考え方と手法の
全体を検討し整理する。
②ホームページによる情
報の発信を工夫し強化す
る。
③大学院入試説明会につ
いて、内容を精査しより
効果的に実施する。

通年 ①より効果的な学生募集を
行うため、病院実習時や病
院説明会、ホームカミング
デイにおいて大学院案内を
配付した。
②情報発信を強化するた
め、大学院入試説明会を
ホームページトップ画面に
掲載するなど工夫をした。
また、SNSを活用しイベント
の案内を配信した。
③これまで実施してきた大
学院入試説明会の企画内容
を見直し、より分かりやす
い内容に充実させた結果、
多くの参加者があった。
第1回　7/1　　参加者11名
第2回　10/20　参加者5名

①臨床現場での看護師だ
けでなく、医療機関の上
長にも広報ができた。今
年度は、大学院紹介動画
の制作ができなかったの
で、次年度は制作に向け
て準備を進めていく。

②タイムリーにホーム
ページ、SNS等へ情報を掲
載し、内容をさらに充実
させる必要がある。

③大学院入試説明会や広
報手段を見直したことで
入学者選抜（Ⅰ期）では
修士課程9名の出願があ
り、（Ⅱ期）（Ⅲ期）で
はそれぞれ博士課程1名の
出願があった。

Ｂ

①大学院に興味・
関心のある現役の
看護師に本学の魅
力をわかりやすく
効果的に伝える動
画を制作し、出願
につなげていく。

②大学院の特徴や
講義の様子等を
ホームページやSNS
を活用し情報発信
していく。

③大学院入試説明
会等でアンケート
を実施し、成果測
定やイベント改
善、新たな企画立
案に役立てててい
く。

広報学生募集委員
会・入試課
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【大学院】入学者の確保に向けた学費の公的助成制
度の活用を検討し、必要な取り組みを行う。

文部科学省や厚生労働省
の公的助成制度の活用の
ための現状の課題を明確
化し、改善策を検討しに
取り組む。

通年 ＢPについて資料収集を行っ
た。令和6年10月文部科学省
に申請し、令和6年12月24日
に認定された。

計画を推進する

Ｂ

引き続き学生の公
的助成制度を受け
るため、厚生労働
省の教育訓練給付
金制度について、
検討を行う。

研究科委員会

66

⑥教員・
教員組織

⑥－１ 教員組織 「教員組織の編制及び運用に関する規程」について
継続的に運用の実態と効果を確認し、必要な改善・
見直しを行う。

現在の運用状況を検証
し、必要に応じて改善し
ていく。

通年 規程に基づいて検討を行
い、教員組織の編成につい
ては令和7年度体制を決定し
た。

長期的な収支計画を踏ま
えて計画策定が行えた。

Ｂ

教育ＤＸやＩＴ化
を踏まえた検討を
継続する。

経営会議（総務
課）
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⑥教員・
教員組織

⑥－１ 教員組織 教員の採用や昇任については、教育研究活動の維
持・向上と適切な財務運営について総合的に検討を
行い、諸規程に従い適切に行う。

①令和７年４月の採用や
昇任については、現状の
配置数・職位や財務状況
を勘案して適切に行う。
②多角的な観点から教員
数の在り方の検討を行
い、令和８年度以降の採
用に関する考え方を整理
する。

①通年
②通年

①必要な採用・昇任・昇格
については、業績評価等も
踏まえ実施した。
 ②長期収支計画に基づく教
員数について整理した。

①特に任用については財
務運営を踏まえた任用と
して、出向にて確保でき
た。
 ②各年度における重要事
業（ＤＸ事業等）をふま
え細かく修正を加える必
要がある。

Ｂ

教育の質の担保と
財政状況を勘案し
た採用等を進める
必要がある。

経営会議（学長・
総務課）

68

⑥教員・
教員組織

⑥－２ FD FD活動を、組織的かつ多面的に内容を構成して実施
する。

①FDマップに基づき、教
員の要望および社会情勢
を見極め、教員の(教育
の）質の向上に役立つFD
研修会を企画・運営して
評価し改善を図る。
②全学のFD研修の年間計
画を作成し、周知させ
る。

①通年
②4月

①FDマップに基づき、教員
の(教育の）質の向上に役立
つFD研修会の企画・実施し
た。
②5月に全学のFD研修会の年
間計画を作成し、教員が研
修会に負担なく出席しやす
い日程を検討し、研修会の
実施時期に偏りがないよう
調整したうえで、早めに周
知した。
本委員会主催以外の研修会
については、所管委員会・
部署からアンケート結果を
収集し、評価した。

多様な内容のFD研修会を
年間計画として調整して
毎月実施することができ
た。
対面だけではなく適宜オ
ンラインやオンデマンド
配信をするなど、教職員
が参加しやすい仕組みづ
くりを工夫することがで
きた。

Ｂ

アンケート結果を
踏まえて、次回の
企画をする必要が
ある。

FD・SD委員会
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⑥教員・
教員組織

⑥－２ FD 教員の臨床での実践活動を支援する仕組みとその運
用を改善し、活用を図る。

教員の臨床での実践活動
を支援する仕組みとその
運用について、他大学の
情報収集をしながら検討
する。

通年 臨床実践施活動のポイント
となるクロスアポイントメ
ント制度については本部委
員会での検討のなかで情報
を収集した。

具体的に本学の行動に落
とし込むことは現時点で
はできていないが、一定
の情報収集は行えた。 Ｂ

本部委員会での検
討を踏まえて、適
切な仕組みや方法
を検討する。

総務課、FD・SD委
員会
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⑥教員・
教員組織

⑥－３ 点検・評
価と改
善・向上

教員組織の編制と運用の適切性について、毎年度の
PDCAサイクルのなかで検証していく仕組みを整備
し、運用を開始する。

前年度に運用した実績と
課題について検証し、組
織編制と運用の改善に向
け必要な対応を検討し実
施する。

通年 前年度の実績や課題を踏ま
えて令和7年度体制の検討を
行い決定した。

期中の退職者や急な退職
者への対応は困難であっ
たが対応は行えた。 Ｂ

前年度実績だけで
なく今後の方向性
も踏まえた組織編
成に注力する。

経営会議（総務
課）
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⑦学生支
援

⑦－１ 学修支援 学期開始時のほか必要に応じチューターによる面談
を実施し、履修、修学、進路支援等について指導・
支援を行う。

①学期開始時に加え、必
要時にチューターカード
を活用し面談を実施す
る。
②「チューターの手引
き」を活用し、細やかな
履修、修学、進路支援を
行う。

①②4
月、10
月、必要
時

①4月に1年生チューターの
教員にチューターカードを
配布
 ②4月にチューターの手引
きを全教員へ配布。年度末
に、次年度に向けて、
チューターの手引きの見直
しを実施した。

①②全教員に今年度版の
「チューターの手引き」
を共有し、また新任教員
に直接説明をし、チュー
ター教員への支援、細や
かな学生への支援に繋
がった。後期も継続して
チューター指導が行える
よう支援に努めた。次年
度も、チューターガイド
を活用し学生指導を行え
るように準備できた。

Ｂ

①②次年度も継続
して実施する。

学生支援委員会

21
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⑦学生支
援

⑦－１ 学修支援 チューターによる学生面談やキャリア相談時にディ
プロマサプリメントを活用できるよう検討・準備
し、運用を開始する。

①ディプロマサプリメン
トの活用方法について、
教員間で周知する。
②学生面談時に、ディプ
ロマサプリメントを活用
し学修サポートを行う。
③経年的にPROGを実施
し、学生のキャリア支援
や学習支援に活用する。
　（実施時期：1年生、3
年生、実施率100％）

①②4
月、10
月、必要
時
③1年
生：4月
3年生：
11月

①4月に全教員に配布した
チューターの手引きにディ
プロマサプリメントの活用
方法について、教員間で周
知をした。

②令和5年度ディプロマサプ
リメントを年度初めの
チューター面談までに作成
し、チューターから学生へ
配布し学習指導に活用し
た。今年度版については新
システムを活用し年度内に
作成する。
③R6年度4月に1年生対象に
実施済（実施率100％）。4
年生対象に12月に実施した
（実施率100％）。本年度か
ら、1年生の入学時、4年生
の12月に実施することが決
定した。

①教員がチューター面接
時に学生にディプロマサ
プリメントを配布、指導
に活かすことができた。

③経年的にPROGを実施す
る仕組みづくりができ
た。今年度については、4
年生が2年連続PROGの実施
をしたため、経年的な変
化について分析ができ
た。

Ｂ

①②次年度も継続
して実施する。
③経年的なデータ
分析を継続し、効
果的な教育方法の
提案につなげてい
く。
 学生面談時、効果
的にディプロマサ
プリメントが活用
できているか評価
するための方法を
検討する。

学生支援委員会、
教務委員会
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⑦学生支
援

⑦－１ 学修支援 チューター制の効果的な運用により学生が相談しや
すい環境を作り、自主的な学修の促進を図る。

①より相談しやすい環境
づくりに向けて検討し必
要な改善を図る。
②学修に関する調査を活
用し、自主的に学修でき
るようサポートする。

①4月
②通年

①チューターの手引きに
チューターの役割を示し
た。新入生オリエンテー
ションの中で、チューター
グループコミュニケーショ
ンを実施した。
 ②教務委員会・自己点検委
員会にて実施する。

①大学全体で連携して学
生を支援する体制を周知
することができた。ま
た、チューター・チュー
ター長との連携により、
学生の状況把握に努め
た。後期も引き続き連携
しながら、環境を整え、
学生の自主的な学修の促
進を図った。次年度の、
チューターグループコ
ミュニケーションについ
ての検討を行った。

Ｂ

①継続して実施す
る、
 チューターグルー
プコミュニケー
ションの方法を工
夫し、学生間、学
生教員間の相談し
やすい環境づくり
を促進する。

学生支援委員会、
経営会議
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⑦学生支
援

⑦－１ キャリア
支援

3・4年生を対象として早期より卒業生・修了生によ
るキャリアガイダンスと病院説明会を開催し、進路
選択の支援と学生のキャリア形成を促す機会を充実
させる。

①3・4年生を主な対象に
必要に応じ1・2年生にも
拡大して、最新の病院情
報の提供とキャリア形成
に向けてのガイダンスを
開催し、進路選択を支援
する。
②ガイダンスは、卒業
生・修了生から進路選択
時に検討した事項や卒後
状況についてのインタ
ビューを行い具体的なイ
メージを形成する機会と
する。

①②5月 ①赤十字病院をはじめ就職
実績のある病院や在学生の
就職希望先など合計28病院
にブースによる形式の病院
説明会を実施した。
 ②看護師、保健師課程、助
産師課程卒業生、修了生と
パネルディスカッション形
式のキャリアガイダンスを
実施した。
 
 5/29キャリアガイダンス､
病院説明会

①人事担当者や看護部か
ら直接話を聞き現場のリ
アルな声を聞くことがで
きる機会を設けることが
できた。3・4年生だけで
なく、低学年の学生にも
病院の話を聞ける機会を
設けたことで、早い段階
からキャリアに対する意
識を高めることが達成で
きた。
 ②参加した学生がキャリ
アについての理解を深
め、就職活動や国家試験
に向けた意識が高まり、
進路選択に考える機会と
なった。

Ｂ

①赤十字病院への
就職を支援するた
めに、病院説明会
の参加病院数を増
やしていく。
 ②早期からのキャ
リア形成を考えら
れるように、専門
家の講義等も検討
していく。

学生支援委員会
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⑦学生支
援

⑦－１ キャリア
支援

国家試験対策として、学生が学習に専念できる学習
環境を確保する。

①国家試験に向けて自己
学習できる場所を確保す
る。
②集中して模擬試験を実
施できる環境を整える。

①12月～
1月
②通年

①②学生にアンケートを実
施し、ニーズに応じて自習
室を11月中旬より設置し、
国家試験の直前まで自己学
習できる環境を整備した。

①②授業等の関係で、自
習室の常設が困難であっ
た。

Ｂ

①②次年度も学生
のニーズ把握しな
がら、出来る限り
自習できる環境を
整備する。

学生支援委員会
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⑦学生支
援

⑦－１ キャリア
支援

国家試験対策として、効果的な模擬試験の実施・活
用、学習会の開催を検討・実施し、学生が自主的に
学習できるよう支援する。

①2年次後期に看護師国家
試験模試を実施し、国家
試験に向けた学習への早
期の意識づけを行う。
②看護師国家試験対策ガ
イダンスを実施する（3・
4年生）
③3、4年次に看護師国家
試験模擬試験を実施し、
結果をチューターと共有
しながら学修の強化を図
る。
④4年生の学修不振者に対
して集団学習会を企画
し、国家試験合格に向け
て学修サポートを行う。
⑤国家試験に関わる情報
を学生がいつでも閲覧で
きるよう、学内就職・進
学情報サイトで周知させ
る。

①12月頃
②4月
③3年生
(9月・1
月）、4
年生（4
月・6
月・9
月・11
月・1
月）
④年３回
⑤通年

①12月に予定通り実施し
た。
 ②4月に国家試験対策ガイ
ダンスをさわ研究所を講師
として実施した。
 ③4年生は5回模試実施、3
年生は2回模試を実施した。
模試受験状況(欠席・自宅受
験）や集計結果をチュー
ターと共有し、学習支援の
協力を得て実施することが
できた。
 ④計画通り10月、11月、12
月と計3回の学習会を実施
し、学修不審者のサポート
を実施した。体調不良等も
あり対象者全員の参加は叶
わなかった。集団学習会の
対象者アンケートでは、学
習会によって学修の意欲が
高まったとの回答が約6割
で、学習会で定期的な復習
ができたとの意見があっ
た。
 ⑤随時学内就職・進学情報
サイトで周知を行った。

②ガイダンス後のアン
ケートでは回答者全員が
参考になったと回答があ
り、勉強方法、学習の優
先 順位(解剖・必修・成
人)、今後の学習計画につ
いて理解を深めることが
できたと考えられるた
め、次年度も引き続き開
催をする。
 ③年間計画通り実施でき
ており、4年生、3年生と
もに実施できた。
 ④参加者から参加しやす
い日程を調整して欲しい
との意見があり、開催時
期については検討が必要
である。
 ⑤学内就職・進学情報サ
イトに情報を掲載したこ
とで、学生が情報にアク
セスしやすくなった。

Ｂ

②次年度も看護師
国家試験ガイダン
スを開催し、早期
に国家試験に向け
た学習の意識づけ
が行えるようにす
る。
 ③次年度も本年度
と同様に3・4年生
ともに実施をす
る。実施時期につ
いて、学生が参加
しやすい日程を調
整していく。
 ④次年度も学習不
振者への学習会は
継続し、日程につ
いて対象者が参加
しやすい日程を調
整していく。
 ⑤次年度も随時、
学内就職・進学情
報サイトを更新し
国家試験に関わる
情報を発信してい
く。

学生支援委員会
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個への支
援

障害学生支援規程に基づき、学生からの申請を受け
本人の意向を確認して対応を整理し、教職員で情報
共有して支援を実施・継続する。

①新入生ガイダンス・在
学生ガイダンスにおい
て、障害学生への支援の
内容と対応窓口について
周知を図る。
②新任教員に対して、就
任時オリエンテーション
で既承認申請事項につい
て周知を図る。
③学生支援委員会・
チューター・保健室・学
生相談室の連携を強化
し、必要な場合は適時適
切に支援する。

①4月
②4月
③通年

①新入生ガイダンス・在学
生ガイダンスにて周知を
行った。2月以降、学生への
周知を図るためのポスター
を掲示する予定である。
 ②チューターの手引きにつ
いて4月1日に周知を行って
いる。
 ③学生から5件の申請があ
り、個別面談、教授会での
審議を経て、学生に回答
し、教職員に情報を共有し
た。年度末に、障害学生支
援を継続中の学生の情報に
ついて委員間で情報を共有
する予定。

チューター・チューター
長との連携も含め、適宜
個別面談を行い、スムー
ズに運用できている。後
期においても学生からの
申請があれば、同様に支
援を進める。

Ｂ

①②③継続
 次年度からは、障
害学生支援を受け
ている学生に必要
な支援が確実に行
えるように、年度
初めに教員へ周知
し、半期ごとに委
員間で障害学生支
援を受けている学
生の情報共有をす
る。次年度は、制
度を学生に周知す
るため、ポスター
を作成し、ガイダ
ンスで説明を行
う。

学生支援委員会、
教授会
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⑦学生支
援

⑦－１ 個への支
援

カウンセリングを必要とする学生が相談室を利用し
やすいよう保健室・相談室の周知を図り、チュー
ターや保健室・学生相談室との連携を強化して必要
な対応を継続的に実施する。

①保健室･相談室を新入生
ガイダンス・在学生ガイ
ダンスで周知を図る。
②掲示板、トイレなどに
ポスター･パンフレットを
設置し周知を図る。
③不安を抱えている学生
やハイリスク学生を早期
に把握･支援する方法につ
いて検討し、必要な対策
に取り組む。

①4月

②通年
③通年

①4月4日のガイダンスにて
保健室・相談室の周知を
行った。
 ②パンフレットの配置およ
び連休明けなど必要時に学
務ポータルなどで周知を
図った。
 ③相談室と教職員（チュー
タ）の連携を図るため茶話
会を実施した。

①4月4日のガイダンスに
て保健室・相談室の周知
を行った。
 ②パンフレットの配置お
よび連休明けなど必要時
に学務ポータルなどで周
知を図った。
 ③相談室と教職員
（チュータ）の連携を図
るため茶話会を実施し
た。

Ｂ

①相談室は予約で
埋まる状況が続い
ている。今後、相
談室の開催日程の
検討が必要だと考
える。
 ②今後も継続して
周知を図る。
 ③次年度も継続し
て茶話会を実施
し、カウンセラー
とのコミュニケー
ションを通し、協
働を図っていくこ
とを目指す。

学生支援委員会・
教務学生課
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⑦学生支
援

⑦－１ 個への支
援

緊急事態発生時の体制を構築・維持し、タイムリー
な情報共有・支援・連携を行う。

緊急事態発生時の体制に
ついて、半期に一度確認
して必要な見直しを行
う。

①4月、10月学生対応（相談室・保健
室）に関するフローチャー
トを作成し、教職員が活用
できるように周知をした。

全教職員に共有すること
で緊急事態発生時に活用
できるようになった。 Ｂ

緊急連絡網をポー
タルに格納し、い
つでも閲覧できる
ようにする。

学生支援委員会・
教務学生課
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⑦学生支
援

⑦－１ 個への支
援

LGＢTQ等個々の学生の状況に応じ、適切な支援を検
討し実施する。

①学生のジェンダーアイ
デンティティの多様性へ
の対する本学の基本的な
考え方を整理する。
②基本的な考え方を踏ま
えた具体的な対応策を検
討し整理する。

①上半期

②下半期

①実施なし 
 ②4月に実施した定期健康
診断では多目的更衣室を用
意したが、多目的更衣室の
利用者数は0名であった。

①LGＢTQに関しての基本
的な対応は整理できな
かったため、今後検討が
必要である。
 ②利用者はいなかった
が、今後も学生のジェン
ダーアイデンティティの
多様性に対応できるよう
に学園の方針をふまえて
対策をする。

Ｂ

①上半期に他大学
での取り組みを調
べ、それらを参考
に本学の考え方を
整理する。
 ②具体的な取り組
みについては関係
各部署で具体案を
提出してもらい検
討する。

人権倫理委員会、
学生支援委員会、
教務学生課
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⑦学生支
援

⑦－１ 正課外活
動

サークル活動、大学祭、六大学交流会等において、
学生間の連携が強化されるよう助言し、円滑な実施
を支援する。

①サークル活動を安全か
つ活発に行うことができ
るように支援するととも
に、大学祭や六大学交流
会の円滑な実施を支援す
る。　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　
②学生自治会を軸に、学
生間の連携の強化を支援
する。
・学生自治会活動やサー
クル活動について、学生
が主体的かつ安全に運営
で　きるよう助言を行
う。
・学生自治会費の管理や
会計報告、会計監査につ
いて指導、助言を行う。

①②通年 ①9月13日～15日に北海道看
護大学で六大学交流会、10
月の大学祭にむけて企画書
の確認や助言を行ってい
る。
②リーダーシップ・メン
バーシップを発揮できるよ
うに、各役割を明確化し組
織体制を見直すよう指導し
た。さらに、感染症の流行
状況等の状況を鑑みなが
ら、安全に自治会活動が実
施できるよう助言を行っ
た。

①学生が主体的に正課外
活動に取り組めるように
支援の継続が必要であ
る。

②学生自治活動につい
て、社会人基礎力の向上
につながるよう助言を行
いつつ、学生間の連携を
強化し、主体的に取り組
めるように支援を継続す
る必要がある。

Ｂ

各活動に対する学
生のモチベーショ
ンを低下させない
ように、支援す
る。また、学生間
の連携を強化する
ように支援する。

学生支援委員会・
教務学生課
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⑦学生支
援

⑦－１ 正課外活
動

学生と地域住民との協働によるボランティア活動を
推進する。

①学生ボランティア部門
の活動について学生アン
ケート調査を実施し、現
在のボランティア募集シ
ステムを評価し必要な改
善を行う。
②学生のボランティアの
募集を定期的にポータル
で配信して参加を促す。
　　参加目標：延べ150人
③認知症サポーター養成
講座を公開講座とし、学
生及び地域住民を対象に
行う。　　参加目標：学
生　150人　地域住民　30
人
④保健・医療・福祉に関
連するアルバイト、地域
で開催されるセミナーの
周知と募集を行う。

➀年間
②9月
③年間

①1月に実施。回答者58名
(回収率11％)【対象者527
名】
②1月末現在、ボランティア
の募集は通年7件、イベント
96件、参加者は延べ約188名
である。1年生、2年生の参
加が多い。
③10月2日に1年生132名、地
域住民14名が参加。加え
て、1年生を対象にゲート
キーパー養成研修を実施
し、35名参加した。
➃1月現在、アルバイト募集
は14件。ホームページでの
外部機関からのアルバイト
募集の応募サイトを工夫し
た。

①現在のボランティア募
集システムをして活動を
している者は、サイトの
利用のしやすさは満足し
ている。一方サイトを知
らない者もいるため、さ
らなる周知が必要であ
る。。
②昨年に比べ、約2倍の募
集数である。また、参加
者も増加している。ボラ
ンティア募集の配信がス
ムーズに行われるように
なり、参加者も増加傾向
である。ボランティア講
座の実施が参加に繋がっ
ており、効果的である。
③今年度は、目標値には
届かなかったが、1年生の
ほぼ全員が参加。廿日市
市社会福祉協議会、廿日
市市との共催で実施する
ことが出来ており、広報
や内容の充実に繋がっ
た。
➃継続してアルバイトを
依頼する保健・医療・福
祉の施設も出てきてお
り、学生の経験の機会と
なっている。

Ｂ

①②ボランティア
サイトの周知、ボ
ランティア募集サ
イトの継続
③認知症サポー
ター養成研修は、
来年度も1年生と地
域住民を対象に継
続実施。来年度は
ゲートキーパー養
成研修も実施す
る。
④ボランティア・
アルバイト募集サ
イトのホームペー
ジでの掲載継続

ヒューマンケアリ
ングセンター
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⑦学生支
援

⑦－１ ハラスメ
ント対策

学生が安全に安心して学修に専念できるよう、ハラ
スメントに対する大学としての方針を教職員と学生
に明示する。

①ハラスメント対応に関
する大学としての基本的
な方針を検討して整理す
る。
②学園ハラスメント防止
規程、本学職員倫理要
綱、インターネット利用
ガイドラインを学生に周
知させる。

①通年

②通年

①本部の方向性決定してい
ないため事業実行ができな
かった。
 ②学生向けの啓発資料を作
成し、配信した。

①ハラスメントに対する
基本的方針作成は懲戒規
程も含めて行うことが強
く求められているため、
学園本部の方向性の確定
後でなければ作成ができ
ないため評価不能とす
る。
②学生向けの啓発資料は
計画通り作成・周知でき
た。

Ｂ

学園本部の方向性
を踏まえた方針を
適切に作成し、運
用に繋げる必要が
ある。

経営会議（総務
課・教務学生
課）、人権倫理委
員会
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⑦学生支
援

⑦－１ ハラスメ
ント対策

教職員と学生に教育・啓発を行うとともに、相談体
制を構築して運営する。

①ハラスメント相談員を
配置し、学生に周知させ
る。
②教育活動におけるハラ
スメントの発生防止と被
害者保護に向け、学生向
けの啓発資料を作成す
る。
③実践的で効果の高い手
法でハラスメント防止研
修会を実施する。

①通年
②上半期

③9～11
月

①ハラスメント相談員は配
置し、チラシを作成し、学
生に周知した。
②学生向けの啓発資料を作
成した。
③ハラスメント防止研修会
の計画を立案し、11月20日
に実施予定。

啓発資料は外部委員の山
内先生にアドバイスをも
らい、看護学部の学生が
受けやすいハラスメント
について掲載することが
できた。また、ハラスメ
ント防止研修会の計画を
立案し、11月20日に実施
した。

Ｂ

①③については、
次年度も継続す
る。②については
作成した学生向け
の啓発資料を必要
に応じて改訂・更
新する。

人権倫理委員会
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⑧教育研
究等環境

⑧－１ 方針の明
示と整
備・管理
運営

教育研究等環境の整備に関する基本的な方針を策定
する。

大学としての考え方と方
針について検討し、策定
する。

通年 特に教育ＤＸに関する環境
整備については、学園のＤ
Ｘ基本方針を踏まえて本学
ＤＸ推進計画を作成した。

ＤＸ推進計画を見据えて
ＰＣ必携化について新入
学生への対応が行えた。

Ｂ

推進計画が実行に
繋がるためのソフ
ト面（研修・運用
手順等）の整備が
必要である。

経営会議

86

⑧教育研
究等環境

⑧－１ 方針の明
示と整
備・管理
運営

方針に基づき、学生が学修活動に専念できる良好な
環境を整備する。

①情報ネットワークシス
テムの更新を円滑に行
う。
②卒業生アンケートの結
果を踏まえて改善策を検
討し実施する。

①上半期
②通年

①次期情報ネットワークシ
ステムの導入・切替に向け
受注業者と共にプロジェク
トを実行した。

②アメニティ改善等を目途
に次のとおり実施
・証明書発行機に電子マ
ネーを導入。
・売店・食堂の事業継続性
の確保。（契約変更等）
・「ふたばスペース」の整
備

①次期システム更新を念
頭に主管部署と協議のう
え、本学の規模に最適な
環境を検討していく。　
（財務課）
②アンケート結果等を参
考に継続して実現可能な
改善策を立案、実行して
いく必要がある。（財務
課）

①当初、納期などが懸念
されたが、ほぼ予定通り
計画を遂行した。（情報
センター）

Ｂ

新システムおよび
新規導入機器の運
用上・機能上の問
題点をアンケート
などにより洗い出
し改善案を作成す
る。（情報セン
ター）

財務課、総務課、
情報センター
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⑧教育研
究等環境

⑧－１ 方針の明
示と整
備・管理
運営

方針に基づき、教員の教育研究活動を効果的・効率
的に支援する環境を整備する。

①情報ネットワークシス
テムの更新を円滑に行
う。
②国が進める研究データ
の管理・利活用に対応す
るための基盤整備を着実
に進める。

①上半期
②通年

①次期情報ネットワークシ
ステムの導入・切替にあわ
せ学認接続サービス
（iDaaS）を導入した。
②国主催の研修に参加し、
必要となる情報収集を実
施。また、①と併せて学認
RDMの導入を図った。

〇国の指針を念頭に本学
における実現可能な運用
体制を検討していく必要
がある。

①②ともに、ほぼ予定通
り計画を遂行した。

Ｂ

※研究推進は該当
無し
学認RDMの運用用手
順書などドキュメ
ントの整備を行
う。（情報セン
ター）

研究推進委員会・
財務課、情報セン
ター、研究データ
基盤開発委員会
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⑧教育研
究等環境

⑧－１ 方針の明
示と整
備・管理
運営

国際的な視野をもって教員の教育研究活動を援助し
促進する。

対象事業なし（No93関
連）

対象事業なし（No93関連） 対象事業なし（No93関
連）

_

研究推進委員会
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⑧教育研
究等環境

⑧－２ 学術情
報・研究
支援

情報の電子化の進展に対応し、図書館の機能を高め
る。

電子書籍のタイトルの充
実と普及を促進する。
　　目標：年間5冊以上購
入。ただし費用対効果を
みながら増減を決定

通年 2月末時点で31冊の電子書籍
を購入。定期的に広報も実
施した。予約資料で電子が
ある場合は、個々に通知す
るなど普及に努めた。
購入希望図書に関しても一
件ずつ電子の有無を調査
し、希望を問うなどした。

広報には比較的利用率の
高い紙の本の電子書籍を
選定し、書影とQRコード
を表示するなど、学生の
興味を引く内容にした。
購入希望図書でも電子を
希望する教員が増えつつ
ある。

Ｂ

定期的な広報で安
定したアクセス数
を維持する。電子
書籍は高額である
ため、費用対効果
をみながら継続し
て購入をすすめ
る。

図書館・図書委員
会
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⑧教育研
究等環境

⑧－２ 学術情
報・研究
支援

学術情報サービスの提供を充実させる。 学生自らが学術情報にア
クセスできるようニーズ
に合わせた講習会を各学
年一回実施する。

通年 卒業研究の準備に入る3年生
を対象に、2月の卒業研究発
表会当日に受講可能なスケ
ジュールで実施し、68名が
参加した。

前期は1年生対象の基本講
習、後期は卒業研究に関
わる3年生、4年生対象の
講習形式となった。
実習、演習等でスケ
ジュール調整が難しく、4
年生は参集型ではなく個
別講習で対応した。

Ｂ

学生の学修に沿っ
た講習を有効的に
実施できるよう、
開催方法を検討す
る。

図書館・図書委員
会
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⑧教育研
究等環境

⑧－２ 学術情
報・研究
支援

図書館職員を定期的に研修会等へ参加させ、図書館
に関わる最新情報や他図書館の情報・取り組み等を
収集し、本学にフィードバックするサイクルを確立
する。

積極的に研修に参加さ
せ、図書館活動の改善・
向上に活かす。

通年 職員3名で参集型、WeＢ講習
を含め25件の研修に参加し
た。1名は国立情報学研究所
主催の大学図書館職員短期
研修に参加し専門性を修得
した。

図書館業務のほか、大学
職員としての研修では気
づきもあり、今後の業務
に反映させていく。 Ｂ

今後も積極的に参
加を促す。

図書館

27
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⑧教育研
究等環境

⑧－２ 学術情
報・研究
支援

研究活動に関する組織的なサポート体制を構築・維
持し、研究時間の確保の支援や研究環境の整備を行
う。

①外部資金に関する情報
発信を行う。
②研修会を企画し、開催
する。
③コンプライアンス教
育・啓発活動を実施計画
に沿って定期的に実施す
る。
④研究時間の確保に関し
て検討し必要な対策をと
る。

①通年
②通年
③年度内
④通年

①外部資金公募情報は教職
員ポータル等を活用し情報
共有した。

②科研費獲得者からの研修
会、科研費獲得にかかるオ
ンデマンド配信を実施し
た。

③研究倫理・コンプライア
ンス研修会を10/30に開催。
全教職員の受講を確認し
た。

④教職員の「自己点検アン
ケート」、及び各種研修会
アンケート結果等により教
員間の情報共有、及び連携
強化を目的とし、意見交換
会（フリートークサロン）
を開催した。

①情報発信はタイムリー
に実施できた（発信件数
36件）。

②計画どおり履行でき
た。
受講者アンケートによ
り、より有用な研修とな
るよう今後の企画に反映
する。

③研修会アンケート結果
より8割以上が概ね満足と
回答し、研修後の確認テ
スト結果においても全受
講者が正答率8割以上で
あったことから、一定の
効果があったと評価でき
る。

④意見交換会（フリー
トークサロン）では研究
で活用できる便利なツー
ルや効率化のための情報
共有があった。今後も継
続して行い、実際の研究
時間の確保につながった
か評価していく必要があ
る。

Ｂ

研究推進委員会
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⑧教育研
究等環境

⑧－２ 学術情
報・研究
支援

教員の国際的な教育研究活動を支援し、研究成果の
国内外への発信と活用を促進する。

①海外学会参加のための
旅費助成を行う。
②国際学術ジャーナルへ
の投稿費用の助成につい
て、活用促進を図る。

①通年
②下半期

①②とも令和6年4月1日から
助成規程を改訂し、教員へ
助成活用を促した。
ジャーナル投稿費用助成申
請２件。助成決定。

規程改正し、教員へ迅速
に周知したことで助成申
請に繋げることができ
た。
引き続き、継続的な情報
提供を行う必要がある。

Ｂ

研究推進委員会
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⑧教育研
究等環境

⑧－３ DX 学園DX推進計画に呼応した本学のDX推進計画を策定
し、毎年度の事業計画により必要な環境整備を進め
る。

現在の本学の状況を分析
し、次年度の策定に向け
て現実的で確実に成果を
出せる計画を検討する。

通年 特に教育ＤＸに関する環境
整備については、学園のＤ
Ｘ基本方針を踏まえて本学
ＤＸ推進計画を作成した。

ＤＸ推進計画を見据えて
ＰＣ必携化について新入
学生への対応が行えた。

Ｂ

推進計画が実行に
繋がるためのソフ
ト面（研修・運用
手順等）の整備が
必要である。

経営会議（総務
課・財務課・教務
学生課）、情報セ
ンター
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⑧教育研
究等環境

⑧－４ 点検・評
価と改
善・向上

研究環境に関して、教員へのアンケート調査（3年
に１度を目安）を実施し広く意見を聴取し、優先度
をつけた上で、改善に取り組む。

令和4年度実施のアンケー
ト調査の結果により、必
要な改善に取り組む。

通年 令和4年度実施のアンケート
等の結果を検証し、課題点
等を確認した。

研究活動支援のため、オ
プトアウトの体制整備に
向けて検討を始めた。ま
た、教員の意見交換会
（フリートークサロン）
を企画し、試行的に実施
した。
令和7年度実施予定の左記
アンケートの内容につい
てもより有用な回答が得
られるよう検討していく
必要がある。

Ａ

研究推進委員会
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⑧教育研
究等環境

⑧－４ 点検・評
価と改
善・向上

教育研究環境について、具体的な事業を体系立て、
毎年度のPDCAサイクルで検証・評価し改善・見直し
を行う。

教育研究環境の整備とし
て必要な具体的事業を体
系立てて整理する。

通年 令和4年度実施した教職員ア
ンケートを検証し、実現可
能性な対策を検討した。

今後、実現可能な対策を
企画・立案する必要があ
る。 Ｂ

研究推進委員会・
財務課

28



97

⑨社会連
携・社会
貢献

⑨－１ 連携・貢
献

地域・学校防災に関する研究活動を推進し、成果を
関係機関に還元する。

子どもを対象とした地域
防災教育活動を推進す
る。

年間 ①Ａ小学校の協力を得て、4
年生の防災教育の授業に10
月～3月まで8回参画した。
ボランティアの学生によ
り、テーマを決めて防災教
育を実施した。
②国際看護学・災害看護学
領域の教員が、近隣中学の
依頼を受けて6/20防災教育
を実施した。

①対象に応じた教育方法
を展開し、児童も楽しみ
ながら学習ができた。児
童は、防災教育の学びを
学習発表会や島内発表会
において発表し、住民へ
の防災教育に発展した。
本学の学生は、各回ごと
に企画書を作成し、主体
的に実施した。
②体験による学習が中学
生の防災意識を高めた。

Ｂ

①この事業は、科
研による研究と連
携して行ったが、
令和7年度からは、
ヒューマンケアリ
ングセンターの事
業として取り組
む。A小学校だけで
なく、対象を拡大
することを検討す
る。
②関係機関の要望
に応じて、実施す
る。

ヒューマンケアリ
ングセンター
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⑨社会連
携・社会
貢献

⑨－１ 連携・貢
献

地域住民に開かれたヒューマンケアリングセンター
を再構築し、健康の保持・増進に関する教員の研究
成果を地域社会に還元する。

①「地域の笑顔とクロス
する！元気プロジェク
ト」を3回実施する。
　　　対象：市民50人程
度、学生も適宜参加
②公開講座を1回実施す
る。　対象：市民100人
③健康づくり講座を1回実
施する。対象：市民30
人、阿品台市民センター
と共催
④健康フェスティバル等
へ参画する。
⑤廿日市市あいプラザま
つりへ参加する。
⑥認知症高齢者支援会議
へ参加する。

①通年
②下期
③下期
④下期
⑤下期
⑥通年

①元気プロジェクト開催
　第1回　6/3
　テーマ：アロマで癒され
よう！
　実施者：アロマッサー　
ジ部学生5名、HCC委員
　参加者：16名
　内容：健康チェック、ア
ロママッサージ、健康相談
　第2回　11/19
　テーマ：「楽しい！」を
つくるレクリエーション講
座
　第3回　1/27
　テーマ：中高年女性のボ
ディトリートメント
　第4回　3/25
　テーマ：春を探して健康
ウォーク
②公開講座　3/2　テーマ：
知ってて安心一次救命処置
③いきいき健康づくり講座　
2/26　テーマ：ヒート
ショックにご用心

①参加者の評価では、ア
ロママッサージ中心の企
画であったが、目的がわ
かりにくいなどの意見が
あり、体操などアクティ
ブな内容を求められてい
るようであった。住民の
ニーズを聴取し、今後の
企画に反映する。広報に
ついては、参加者が増え
るような工夫が必要であ
る。
⑤幅広い年齢層に関心を
もっていただいたので、
次年度も同様のテーマで
行う予定である。実践を
することで、日常生活で
活用できることを伝え、
さらにもしもの対応のた
めに、手当てに必要な風
呂敷などをかばんに入れ
ておくなど、住民の安全
への心構えを周知するこ
とができた。宣伝のため
に、看板の設置を検討す
る。
⑥他の事業へ発展的解消
をすることとなった。

Ｂ

①②③地域住民の
ニーズ並びに教員
の研究成果を還元
できるよう、地域
課題に応じたテー
マとなるよう検討
する。
④⑤廿日市市役所
主催の事業につい
ては、要望に応じ
継続して参画す
る。

ヒューマンケアリ
ングセンター

④健康ﾌｪｽﾀinﾌｼﾞｸﾞﾗﾝﾅﾀﾘｰ
　10/11
　テーマ：気になる身体の
こと、相談にのります！
　10/12
　テーマ：大切な命を救
う！救急法
⑤11/3　テーマ：誰にでも
身近なものでできるケガの
手当ての紹介　参加者41人　
学生ボランティア3人
⑥4/11・7/11・10/10・1/9
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⑨社会連
携・社会
貢献

⑨－２ 現任教育 中四国赤十字関連施設継続研修、チームづくり研修
会、及び臨床指導者研修会を開催する。

①中四国赤十字関連施設
継続研修を1回実施する。　
参加者100人
②チームづくり研修会を1
回実施する。　参加者50
人
③臨床指導者研修会を計5
回実施する。　各回参加
者30人

①下期
②下期
③通年

①「新人看護師のためのシ
ミュレーション教育-はじめ
の一歩-」のテーマで9/22
（日）12:30～15:30の日時
にて阿部幸恵講師により研
修会を実施し、参加者56名
だった。
②「ファシリテーション研
修～話し合いのコミュニ
ケーションスキル～」の
テーマでR7.1/25（土）
10:00～16:30の日時にて浦
山絵里講師により研修会を
実施し、参加者19名だっ
た。
③第1回6/13（木）参加者30
名、第2回7/25（木）28名、
第3回8～9月は自己課題の実
施、第4回11/7（木）29名、
第5回12/12（木）31名だっ
た。

①参加者100人を目標数と
していたが56名だった。
しかし、演習を実施する
研修会であり、1教室で実
施できたため演習を伴う
研修会は50人目安に募集
してもよいと思われた。
参加者のアンケート結果
によると研修会の満足度
は満足77%、やや満足23%
だった。
②参加者目標数の半分以
下の参加者となった。昨
年と異なり研修時間が長
時間となったことが要因
かもしれない。しかし、
講義とグループワークを
交互に行う研修会のため
講師がグループワークの
様子を確認するにはちょ
うどよい人数であった。
参加者のアンケート結果
によると研修会の満足度
は満足96%、やや満足6%
だった。

Ｂ

①シミュレーショ
ン研修は継続と
し、参加者は60名
程度として企画す
る。
②ファシリテー
ション研修、講師
を継続とし、参加
者は30名程度とし
て企画する。
③5回シリーズとし
て企画を継続とす
る。

ヒューマンケアリ
ングセンター

③約30名の参加者が第1回
～第5回までトータルで参
加されていた。講義に
よってはグループワーク
を実施するので30名の参
加人数はワークしやすい
人数であった。アンケー
ト結果は満足・やや満足
が8～9割を占めていた。
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⑨社会連
携・社会
貢献

⑨－２ 現任教育 看護師長や中堅看護師を対象とした研修を実施し、
評価を踏まえ改善を図る。

看護師長のためのリフレ
クション研修を5回シリー
ズで1回実施する。
　　　参加者20人

通年 看護師長のためのリフレク
ション研修を5回シリーズで
6月～11月まで実施してい
る。参加者13名。
自主企画として、中堅看護
師のリーダーシップ研修も
実施しており、23名参加。

看護師長のためのリフレ
クション研修は、昨年に
比較して参加者が少な
かった。基幹病院が病院
機能評価受審のために、
参加者がいなかった影響
がある。 Ｂ

看護師長のための
リフレクション研
修を5回シリーズで
実施する。
自主企画として、
中堅看護師のリー
ダーシップ研修を5
回シリーズで実施
する。

ヒューマンケアリ
ングセンター
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最新の看護実践能力に関する現任教育へのニーズを
把握した上で研修を企画し、実施する。

新たな企画開発や改善に
向け、研修会の参加者に
アンケート等でニーズ調
査を行う。

通年 9月の中四国継続教育研修
会、及び1月のチームづくり
研修会時の参加者にニーズ
調査を実施した。新人教
育、リフレクション、リー
ダーシップ、生涯学習支援
など臨床看護師への教育に
関すること、ハラスメン
ト、倫理など業務遂行上必
要ような知識に関すること
などのニーズがあった。

リフレクション、リー
ダーシップについては他
の研修会で実施している
ので、その研修会に参加
してもらうように周知す
る。他のニーズについて
は今後の研修会の企画の
際に検討する。
また、今後、実習施設や
中四国赤十字病院からの
意見聴取を検討する。

Ｂ

実習施設や中四国
赤十字病院のニー
ズ調査を実施す
る。

ヒューマンケアリ
ングセンター
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⑩大学運
営・財務

⑩－１ 運営方針 大学の運営にあたる基本的な方針を明文化し、学内
外に周知を図る。

教職員、卒業生、一般利
用者、関係各所などへ向
け、分かりやすいように
ホームページ上などで公
開していく。

通年 ホームページ上の学長メッ
セージの中で周知を図っ
た。

適切に実施できた。

Ｂ

大学を取り巻く環
境を踏まえた方針
の検討を継続する
必要がある。

経営会議（総務課
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⑩大学運
営・財務

⑩－１ 運営方針 新たに生じた事象や状況が変化した事象には個別に
対応方針を明確にし、関係者へ周知を図る。

全組織で共通の基本的な
方針と取組姿勢とし、具
体的な取組は各事業の中
で対応する。

通年 新たに生じた事象（教育Ｄ
Ｘ対応など）については、
各事業の中で具体的な対応
が行われたことを確認し
た。

教育ＤＸについては検討
体制を構築し担当チーム
を発足することができ、
課題への対応は迅速に行
えた。

Ａ

教育ＤＸについて
は継続事項である
ため適切な部署・
委員会等へ引き継
ぐことが必要であ
る。

全組織
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⑩大学運
営・財務

⑩－１ 運営方針 業務の実施にあたっては、SDGs達成に貢献する観点
をもって取り組む。

①全組織で共通の基本的
な方針と取組姿勢とし、
具体的な取組は各事業の
中で対応する。
②SDGｓ達成の観点から関
係する事業・取組を取り
まとめる。

①通年
②3月

①各事業においてそれぞれ
対応した。
 ②SDGsの意識づけの機会を
創出するため教職員に対し
て周知を行った。

普段行っていることが
SDGsとの関連性があるこ
とに対する最低限の意識
づけは行えた。 Ｂ

現在行っている事
業以外にSDGsに落
とし込めるものが
あるか検討が必要
である。

①全組織
②経営会議（総務
課）
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⑩大学運
営・財務

⑩－１ 運営方針 危機管理の態勢を整備・維持し、定期的な訓練等を
行う。

①災害時に適切な行動が
取れるように、消防・防
災訓練等を実施する。ま
た、短期講習や安否確認
システムなどを活用して
訓練の充実を図る。
②学生の災害による被害
を最小限にするために、
学生用の災害対応マニュ
アルを作成する。
③救急法指導員の資格保
有者を継続的に確保する
ため、指導員講習の受講
を促進する。

通年 ①安否確認メールによる応
答訓練を5月17日に実施し
た。応答率学生75.1％、教
員83.7％であった。また、
10月29日の実施結果は、応
答率学生65.0％、教員
77.6％であった。10月29日
に新任教員を中心とした防
災訓練を企画し、実施し
た。
 ポケットサイズの学生用災
害時対応マニュアルを作成
した。
 ②赤十字救急法基礎講習及
び養成講習を受講した教員5
名から指導員の資格研修会
に応募があり、うち3名の教
員が8月に受講した。

①5月17日実施の安否確認
メールの結果が前年度2月
の実施結果より上昇し
た。事前に周知していた
ことが結果につながった
と考えられた。
 10月29日の結果は全体的
に前回より低かった。
 ②後期に学生に配布し
た。また、本学の取り組
みを外部に周知すること
と必要時に学生が入手で
きるようにホームページ
に掲載した。
 ③赤十字救急法指導員の
受講ができなかった応募
者2名が次年度受講できる
ように情報提供などの支
援をした。
 ④8月に赤十字救急法指
導員の研修会を受講した3
名の教員が資格を取得し
た。

Ｂ

①安否確認メール
の結果を、学生と
教職員全体に公表
することで意識づ
けを促す。
 ②学生用災害時対
応マニュアルを随
時修正し、新入生
ガイダンスで説
明、配布する。在
校生に対しては、
修正版をポータル
で配信し確認を促
す。
 ③赤十字救急法の
基礎講習、養成講
習、指導員研修会
の受講への意識づ
けを促す。

危機管理委員会、
防災委員会
総務課

106

⑩大学運
営・財務

⑩－１ 運営方針 海外の大学との連携を強化し、交流の活性化と協
力・協働に向けた取り組みを推進する。

海外の交流協定締結先か
らの学生の受入を実施す
る。

10月～11
月

VIVES大学（ベルギー）から
留学生2名を受入れた。
また、スラナリー工科大学
（タイ）から教員2名、学生
3名（内1名は高校生）を受
入れた。

今年度ラ・ソース大学の
都合で留学生の受入れは
なかった。
新たにVIVES大学とスラナ
リー工科大学から留学生
を受入れることができ
た。
本学の学生が受入れボラ
ンティアとして留学生と
交流することができて良
かった。
また、UPCNの教員と学生
を招聘するため、さくら
サイエンスプログラムに
応募したが、不採択とな
り、招聘が叶わなかっ
た。

Ｂ

UPCNの教員と学生
の招聘するため、
さくらサイエンス
プログラムが採択
されるよう申請の
内容を充実させ
る。

国際交流委員会
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⑩大学運
営・財務

⑩－１ 運営方針 卒業生・同窓会・日本赤十字社看護師同方会・保護
者の会との連携強化に組織的に取り組む。

①学生が在学時から卒業
してもつながろうと感じ
る意識付けを行う。
②連携の窓口となる組織
体制を整理し、強化に向
けた検討を開始する。

①通年
②下期

②上半期取組なし
②保護者の会役員会を年6回
実施（4/2、4/26、9/6、
10/20、1/10、3/7）した。

②保護者の会役員会にお
いて積極的な意見交換を
行うことができた。

Ｂ

②保護者の会役員
会を年6回開催し、
円滑な運営を図
る。

経営会議（総務
課・教務学生課）

108

⑩大学運
営・財務

⑩－２ 経営の透
明性

ガバナンス・コードによる点検と評価を毎年実施
し、大学運営の適正を維持し必要な改善を図る。

ガバナンス・コードによ
る点検と評価を実施し、
ホームページに公開す
る。

３月 ガバナンス・コードによる
点検と評価を実施し、ホー
ムページに公開した。

適切に実施できた。

Ｂ

Ｒ７年度よりガバ
ナンスコードの変
更が行われるため
これに対応した取
り組みが必要であ
る。

経営会議（総務
課）

33



109

⑩大学運
営・財務

⑩－２ 経営の透
明性

情報公開方針に基づき、情報をわかりやすく公開し
て説明責任を適切に果たし、大学運営の透明性を高
める。

本学情報公開ポリシーに
基づき、ホームページで
情報をわかりやすく公開
する。

通年 ポリシーに基づき順次公開
されている。（学生の状
況、組織体制、財務状況
等）

適切に実施できた。

Ｂ

情報の更新が行わ
れる都度、ポリ
シーに基づき順次
公開していく。

経営会議（総務
課）
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⑩大学運
営・財務

⑩－３ 赤十字
ネット
ワークの
強化

中国四国ブロックの赤十字社県支部・病院との協議
会を定期的に開催し、大学運営に関する認識の共有
と連携の強化を図る。

開催なし（次回開催は令
和７年度予定）

なし 対応事業なし 評価不能とする。

_

次年度は開催年の
ため（No111）も踏
まえて実施する。

経営会議（総務
課）

111

⑩大学運
営・財務

⑩－３ 赤十字
ネット
ワークの
強化

大学とブロック内赤十字病院との間の交流と協働の
あり方を検討し、教育・実践・研究の好循環を生み
出す仕組みの構築に向け関係者と協議し方向性を固
める。

早急に協議する必要があ
る項目を選定し、連絡協
議会の専門委員会を設置
して協議を開始する。

通年 対応事業なし（No110との関
連あり）

学園本部と日赤本社とで
の検討が進められてお
り、現時点で個々の施設
での対応は困難であるた
め評価不能とする。

_

学園本部の方向性
の決定を待って対
応を検討する。

経営会議（総務
課）
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⑩大学運
営・財務

⑩－４ 教育研究
活動の支
援組織

大学運営に必要な組織と職は、環境変化等を踏まえ
ながら適切に設置し、その役割、意思決定プロセ
ス、権限及び責任を明確に定める。

状況に応じて、その都
度、必要な体制を整備で
きる組織運営をしてい
く。

通年 国際交流センターの機能強
化を図るため副センター長
の設置を行った。（R7年度
より施行）

適切に実施できた。

Ｂ

環境変化等を敏感
に把握し対応する
必要がある。

経営会議（総務
課）

113

⑩大学運
営・財務

⑩－４ 教育研究
活動の支
援組織

SD研修は、適切なテーマを選定して定期的に実施す
る。

教職員の要望や社会情勢
を見極めて大学職員とし
て業務に有益な研修を企
画・開催し、評価（アン
ケート調査の実施と振り
返り）を踏まえ次年度の
テーマをを検討する。

下半期 教職員の要望や社会情勢を
見極めて大学職員として業
務に有益な研修を企画・開
催し、評価（アンケート調
査の実施と振り返り）を踏
まえ、次年度のテーマを検
討した。

滞りなく実施できた。

Ｂ

教育ＤＸについて
は、重要な課題と
捉えており、今後
は法人本部の方針
に基づいた具体的
な取り組みを企画
していく必要があ
る。

FD・SD委員会
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⑩大学運
営・財務

⑩－４ 教育研究
活動の支
援組織

事務職員の人材育成方針を策定し、適正な評価とそ
れに基づいた資質向上と能力開発を図る。

勤務評定を通じ、事務職
員自ら成長できるような
目標設定と、それを達成
できるような体制を構築
する。

通年 新たな勤務評定を踏まえた
ＳＤマップを作成し、委員
会で決定した。

適切に実施できた。

Ｂ

決定したＳＤマッ
プを踏まえた育成
体制の構築が必要
である。

経営会議（総務
課）
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⑩大学運
営・財務

⑩－５ 方針等の
周知・共
有

大学運営に関する学長の方針や考えを、教職員と学
生・保証人に対して時機を捉えて説明し周知を図
る。

教授会、教員会議等にお
いて教職員に周知を図る
と共に、対外的にはホー
ムページにおいて学長の
対応方針を発信する。

通年 学長の方針や考え方につい
ては年度当初に決定し、教
職員には会議等で」、一般
にはホームページ等で公
開・周知している。

適切に実施できた。

Ｂ

時機を失すること
のないよう適切に
対応する必要があ
る。

経営会議（総務
課）
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⑩大学運
営・財務

⑩－５ 方針等の
周知・共
有

大学の経営情報を、教職員と学生・保証人に対し的
確に公表する。

ホームページで経営情報
をわかりやすく公開す
る。

６月 R6.6月に財務状況について
ホームページ上で公開済
み。

決算確定後、直ちに公開
できた。

Ｂ

引き続き迅速な対
応を行う必要があ
る。

経営会議（総務
課）
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⑩大学運
営・財務

⑩－５ 方針等の
周知・共
有

経営会議等において学生との意見交換を定期的に行
い、有益な意見を大学運営に反映させる。

意見を踏まえて必要な改
善を検討し実施する。

下半期 R7.1月に学生との意見交換
会を実施し、要望のあった
事項について即時対応でき
た。

多くの学生からの集約し
た意見をもとに有意義な
意見交換が行え、要望の
あった事項について様々
な角度から適切性を検討
し迅速に要望に応えるこ
とができた。

Ａ

教育の質向上に繋
がる要望を聞き取
り対応できるもの
の取捨選択を適切
に行う必要があ
る。

経営会議（総務
課）
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⑩大学運
営・財務

⑩－６ 職場環境 ハラスメントに関する教育・啓発を定期的に行うと
ともに、相談体制を適切に運営する。

①ハラスメント相談員を
配置し、教職員に周知さ
せる。
②本学職員倫理要綱の見
直しについて検討し、必
要な改正を行う。

①通年
②下半期

①ハラスメント相談員は配
置し、チラシを作成し、学
生に周知した。
②実施なし

②検討したが、改正の必
要がなかった。

Ｂ

①②については、
次年度も継続す
る。

人権倫理委員会
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⑩大学運
営・財務

⑩－６ 職場環境 定期健康診断等の法定事業を確実かつ効果的に行う
とともに、心の健康づくり計画に基づく取り組みや
職場の実態に応じた独自の事業を企画し実施する。

①健康診断は受診率100％
とし二次健診の対象者に
確実に受診勧奨を行う。
②教職員の労働時間の状
況を把握して対策をと
り、時間外労働を縮減す
る。
　　・年間５００時間超
の者を10人以下
　　・年間７２０時間超
を0人
③心と体に関する自分自
身によるケアを支援する
ため、ポータル等による
情報提供を行う。
④ストレスチェックの受
検率を100％とし、フォ
ローアップの面談を対象
者全員に１回以上勧奨す
る。

通年 ① 
通年で実施中である。 
② 
毎月の衛生委員会で把握
し、対象者に注意喚起して
いる。 
③ 
5月、6月にセルフケアの参
考となる動画やコラムを紹
介した。 
④ 
現在集計中である。

概ね計画通り実施でき
た。
①
目標は達成した。
②
目標は達成した。引き続
き時間外労働の縮減に向
けた取組を継続していく
必要がある。
　・年間５００時間超の
者を10人以下⇒３人
（R7.2.26時点）
　・年間７２０時間超を
０⇒０人（R7.2.26時点）
③
計画は達成した。常日頃
から適当な素材を調査
し、今後も継続していく
必要がある。
④
勧奨の効果で受検率100％
の目標は達成し、フォ
ローアップ面談勧奨も実
施して目標は達成した。

Ｂ

　引き続き職場の
労働環境等の改善
や健康づくりに向
けた取組を継続す
る。効果をより高
めるように取組内
容や方法の改善を
検討する。
　また、２年ごと
に開催しているメ
ンタルヘルスケア
研修会を開催す
る。

衛生委員会、総務
課
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⑩大学運
営・財務

⑩－６ 職場環境 働く人の多様性が尊重され、ワーク・ライフ・バラ
ンスをとりながら安心して働き続けることができる
職場環境を整備する。

①有給休暇の計画的付与
や取得促進を行い、職場
環境の整備を進める。
②障害に対する合理的配
慮の申し出を教職員ポー
タルで呼びかけ、申し出
には必要な対策を調整し
実施する。

通年 ①有給休暇の計画的付与を
踏まえて取得促進について
周知し、指定した付与日に
取得できなかった者には取
得を勧奨した。
 ②職員に対し合理的配慮の
必要性有無を呼びかけた。

②については、プライバ
シー保護の観点も必要で
あるため内容に苦慮した
ものの適切に実施でき
た。 Ｂ

引き続き法の主旨
に基づき適切に進
めていく必要があ
る。

経営会議（総務
課）
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⑩大学運
営・財務

⑩－７ 財務基盤 中長期の財務計画を策定し、毎年度、決算や環境変
化に伴う経費と収入の変動を予測して見直し、安定
した財務運営を行う。

長期財務見通しを更新
し、財務運営の持続可能
性を確保する措置を検討
し実施する。

通年 〇令和5年度決算値に基づ
き、長期財務計画の見直し
を実施。
〇収支改善計画の実行計画
を教職員へ周知し、履行協
力を依頼した。

収支改善計画の履行状況
の確認、重点項目の協力
要請等、教職員の参画意
識向上に務め、結果とし
て、年度目標の達成を見
込むことができた。引き
続き翌年度以降も取り組
んでいく。

Ｂ

経営会議（財務
課）
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⑩大学運
営・財務

⑩－７ 財務基盤 毎年度、適切な入学者数を設定し確保するととも
に、学納金のあり方について常に検討を行う。

入学実績と国庫補助金の
改正等の関係情報を収
集・整理し、次年度の目
標入学者数を適切に設定
する。

上半期 計画で掲げた関係する情報
を整理のうえ、経営会議付
議し令和７年度入学目標数
を決定した。

本学の財務状況、社会情
勢等を鋭敏に収集しなが
ら中期的な視点を持ち継
続して検証していく必要
がある。

Ｂ

財務課、経営会議
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⑩大学運
営・財務

⑩－７ 財務基盤 経常的な経費の縮減に努め、高コスト体質からの脱
却を図る。

経常的な経費の実情を分
析し、必要時、経費縮減
策を立案、実行する。

通年 経常的な経費の実情分析の
うえ、経費削減策を実行し
た。
・ゆうちょ銀行IＢの導入
・コピーカードの廃止
・学内PHSの廃止

引き続き、経常的経費の
実情を分析し、必要時、
改善計画を立案、実行し
ていく必要がある。
また、今後は各部署、各
委員会でも本思考による
検証を勧奨していく必要
がある。

Ｂ

財務課
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⑩大学運
営・財務

⑩－８ 施設・設
備の維持

維持修繕の長期計画を策定し、劣化の程度や資金状
況等を勘案して必要な見直しを行いながら維持修繕
と更新を行う。

令和５年度に策定した長
期修繕実行計画をもと
に、施設担当と情報共有
を図りつつ実行し、実情
に合わせた劣化状況等を
盛込みながら必要時適宜
見直しを行う。

通年 令和5年度決算値に基づき、
長期財務計画の見直しを実
施。

計画の見直しは行った
が、維持修繕にかかる将
来的な懸案を鑑みると、
財務的には更なる改善が
必要となる。 Ｂ

財務課
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⑩大学運
営・財務

⑩－８ 施設・設
備の維持

修繕や更新にあたっては、機能・品質の維持・向上
と後年度負担を含めた経費の縮減を両立させる検討
を行う。

修繕や更新にあたって
は、機能・品質の維持・
向上と後年度負担を含め
た経費の縮減を両立させ
る検討を行う。

通年 発生する修繕案件等につい
て、長期修繕計画を視野に
入れた実施可否を検討し
た。

今後も同様に検討してい
く必要がある。

Ｂ

財務課
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⑩大学運
営・財務

⑩－８ 施設・設
備の維持

植栽の配置と管理について、経費縮減と良好な環境
の確保を勘案した必要な見直しを行う。

既存の管理実績及び経費実績をもとに、今後の植栽管理方針を策定する。上半期 既存の管理実績及び経費の
情報整理を行った

年度中に本業務にかかる
仕様書を策定し、令和7年
度からの本業務の契約更
新を行い経費縮減を図れ
た。

Ａ

財務課
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⑩大学運
営・財務

⑩－８ 施設・設
備の維持

施設設備整備引当特定資産を計画的に管理・運用
し、長期的に持続可能な資産の水準を確保する。

大規模修繕に伴う支出見
込等を鑑み、施設設備整
備引当特定資産の運用方
針を適宜見直し、持続可
能な資産の水準を確保す
る。

通年 情報ネットワークシステム
更新等にかかる巨額な支出
等を念頭に計画的に特定資
産した。結果として、令和
７年度繰入を前提とした債
権を購入することができ
た。

現行の高金利は継続する
ため、本学の財務改善を
目途とし、更新した長期
資金計画を念頭に可能な
範囲での特定資産繰入を
検討していく必要があ
る。

Ｂ

財務課、経営会議
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